
産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

1,300 人 1,300 人

実
績

776 人 931 人

達
成
率

59.7 ％ 71.6 ％

目
標

33 ％ 33 ％

実
績

14.2 ％ 36.6 ％

達
成
率

43.0 ％ 110.9 ％

目
標

95 ％

実
績

89.2 ％

達
成
率

93.9 ％

目
標

95 ％ 95 ％

実
績

96.3 ％ 95.8 ％

達
成
率

101.4 ％ 100.8 ％

目
標

80 社 80 社

実
績

43 社 37 社

達
成
率

53.8 ％ 46.3 ％

Ⅰ-2-
(1)-③
最先端
の研究
開発を
担う人
材の確
保・育
成

3
⑧
❾

学術研究拠点
推進事業

309,746

次世
代産
業推
進課

　（公財）北九州
産業学術推進機構
（FAIS）が行う大
学間連携事業のほ
か、産学連携、半
導体技術拠点形
成、技術移転等の
実施に対する支援
等を行うことによ
り、北九州学術研
究都市の研究開発
拠点としての機能
を高め、地域にお
ける産業技術の高
度化と新たな産業
の創出を図る。

学研都市の取り組
み評価（学研都市
内の大学や入居企
業・研究機関の評
価）

60％
(H25年
度)

95％
(毎年
度)

新たな研究開発プ
ロジェクトに参加
した企業数

61社
(H27年
度)

80社
(R4年
度)

7,325344,719

【評価理由】
　新型コロナウイルス感染症
の影響を受け一部目標が未達
成であった項目もあるが、総
合的な目標値の達成度から
「順調」と判断。

【課題】
　企業や大学が新型コロナウ
イルス感染症の影響を受けて
いる中、学研都市を中心とし
た各種産学連携事業、大学間
連携事業等において更なる効
果的、効率的な取組が必要で
ある。

Ⅰ-2-
(1)-①
北九州
学術研
究都市
の機能
の充実

2
⑧
❾

学術研究都市
管理運営事業

次世
代産
業推
進課

　アジアの中核的
学術研究拠点の形
成と本市の産業振
興拠点としての機
能を高めるため、
北九州学術研究都
市の学術研究施設
を一体的に管理・
運営することで、
本市の産業を支え
る知的基盤の充実
を図る。

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

8,9951 ❽

順調

78,388

767,198

303,037

【評価理由】
  施設の稼働率について目標
を達成しており、「順調」と
判断。

【課題】
　稼働率の更なる向上に向け
て、営業活動や広報活動に務
めていく必要がある。

95％
(毎年
度)

1,300人
(毎年
度)

利用者の満足度
95％

(H24年
度)

順調
　コロナ禍の中、迅速かつ適
切な管理ができており、「順
調」と判断。

順調

順調

順調

　新型コロナウイルス感染症
の影響を受けつつも、オンラ
インの活用に関するノウハウ
が整い始めたことで、丁寧か
つ質の高いカウンセリング等
を行った結果、就職決定者数
が昨年度比10ポイント以上上
昇し、「順調」と判断。

順調

775,438

Ⅰ-1-
(4)-③
若者の
自立支
援

76,311

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

80,415
雇用
政策
課

　若年者の就業支
援の拠点として
「若者ワークプラ
ザ北九州」及び
「若者ワークプラ
ザ北九州・黒崎」
において、就業相
談、セミナー、職
業紹介等を実施
し、若年者の就業
を促進する。

若者ワークプ
ラザ北九州運
営事業

9,300

32％
(H29年
度)

35％
(R4年
度)

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

就職決定者数
1,360人
(H30年
度)

R2年度 R3年度

施設の稼働率

791,717

【評価理由】
　新型コロナウイルス感染症
の影響を受けつつも、昨年度
より実績を伸ばしており、
「順調」と判断。

【課題】
　大規模セミナーに代わる効
率的な利用者の確保。

　オンラインを活用するな
ど効率的に利用者の確保を
行うとともに、引き続き丁
寧かつ質の高いカウンセリ
ングや短期の資格取得支援
を行い、人材不足業種へ人
の流れを作っていく。

  社会変遷に対応し、時代
にあったソフト事業を行
い、学研都市の魅力や認知
度を向上させていく。
　また、経年による各施設
の老朽化が進んでいるた
め、日々の点検等で各施設
の状況を把握し計画的かつ
迅速な対応を進めていく。

　新型コロナウイルス感染症
の影響を受け、一部目標が未
達成であった項目もあるが、
総合的な目標値の達成率から
「順調」と判断。

　（公財）北九州産業学術
推進機構の第5期中期計画を
踏まえて、これまで取り組
んできた最先端の研究開発
を担う人材の確保・育成に
加えて、本市の生産性向上
に寄与する体制を整える。

R3年度
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

345 人 360 人

実
績

314 人 346 人

達
成
率

91.0 ％ 96.1 ％

目
標

100 ％ 100 ％

実
績

100 ％ 100 ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

4 社

目
標

3 社

目
標

75.0 ％

順調

　対象となる企業への訪問や
情報提供を積極的に行うこと
により、実際に事業継承等に
至った企業が目標数値の75％
達成したため、「順調」と判
断。

順調

Ⅰ-2-
(2)-①
成長産
業を支
える高
度人材
の育成

4 ❽
インターン
シップ等推進
事業

事業承継・M&A促
進化事業助成金の
支援を行った企業
の中で、事業承継
計画の策定または
M&Aの着手に至っ
た企業割合

100％
(H29年
度)

100％
(毎年
度)

順調

6 ❽

Ⅰ-2-
(3)-①
中小企
業の後
継者育
成の支
援

中小
企業
振興
課

　後継者不在の事
業者やコロナ禍で
休廃業を検討して
いる事業者に寄り
添い、情報提供や
企業訪問など、相
談体制を強化する
ことで、市内企業
の経営資源の散逸
防止や雇用の場を
守る。

　中小企業経営者
の高齢化に伴い中
小企業の数が年々
減少するなど、事
業承継は本市中小
企業の喫緊の経営
課題の一つとなっ
ている。
　このため、潜在
ニーズの掘り起こ
しから事業承継計
画の策定など具体
的な成果の創出ま
でをトータルでサ
ポートすること
で、市内中小企業
の円滑な事業承継
を促進するもの。

中小
企業
振興
課

事業承継・M
＆A促進化事
業

❽

雇用を守る事
業承継・引継
ぎ支援強化事
業

5

　北九州商工会議所や地元企
業、市内大学等と連携し、イ
ンターンシップの推進に取り
組んだ結果、夏季インターン
シップ、春季インターンシッ
プ共に、参加者学生が多数で
あった。目標値の90％以上を
達成しており、「順調」と判
断。

順調

【評価理由】
　北九州商工会議所や地元企
業、市内大学等と連携し、イ
ンターンシップの推進に取り
組んだ結果、夏季インターン
シップ、春季インターンシッ
プ共に、参加者学生が多数で
あった。目標値の90％以上を
達成しており、「順調」と判
断。

【課題】
　大学生の就職活動は早期化
しつつあり、学生と地元企業
との接点を早い段階で確保し
ていく必要がある。

6,783 10,000
雇用
政策
課

　市内就職を希望
する学生と企業と
のマッチングを体
系的に推進するこ
とで、若者の地元
就職及び地元企業
の人材確保につな
げる。

インターンシップ
参加者数

223人
(H30年
度)

400人
(R6年
度)

7,811 3,200 順調

10社(R2
～R6年
度累計)

3,9905,000―

3,298 3,960

事業承継・M＆Aの
承継を完了した企
業数(累計)

2社
（R2年
度）

3,960

1,865

　引き続き中小・小規模企
業のニーズに効率的かつ効
果的に対応することが必
要。

【評価理由】
　本市の経済を支える中小企
業について、事業の継承やコ
ロナ禍の影響により休廃業の
検討などといった喫緊の課題
に対し、助成金による支援や
企業訪問等を行い、対象企業
の好転に寄与する結果となっ
たため、「順調」と判断。

【課題】
　コロナ禍等により、企業の
実態把握の手段である訪問が
できていない企業があり、ど
のようにして潜在的ニーズを
掘り起こしていくのか検討す
る必要がある。

　市内企業や求職者のニー
ズを踏まえながら、引き続
き市内企業と求職者のマッ
チングの機会の創出を図
る。

　事業継承計画の策定やM&A
の着手を目指す中小企業につ
いて、促進化事業助成金によ
る支援の目標数に達し、ま
た、そのすべての企業が実際
に計画策定やM&A着手に至っ
たため、「順調」と判断。

5,000
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

135 名 135 名

実
績

132 名 140 名

達
成
率

97.8 ％ 103.7 ％

目
標

10,500 人 12,250 人

実
績

10,623 人 11,172 人

達
成
率

101.2 ％ 91.2 ％

目
標

実
績

58 社

達
成
率

順調

　「DXプラットフォーム参加
社数」は100社の目標を大き
く超え238社の参加となっ
た。
　また、補助金の採択件数も
2年間で58社と目標の110社に
近づいているため「順調」と
判断。

大変
順調

【評価理由】
　DX推進プラットフォームを
基盤として、地域企業のDXに
向け、専門家による無料相
談・現場派遣から人材育成、
DX推進補助金による支援まで
切れ目のない支援を実施し
「大変順調」と判断。

【課題】
　実際にDX化を行った企業か
ら「DXモデル企業」を創出
し、更なる地域企業のDXに繋
げていく必要がある。

　市内中小企業の生産性向
上に向け、引き続きDXの推
進を行っていく。

― 70,000―

単年度目標
設定なし

110社
(R2～R5
年度累
計)

65,039 11,050

―

Ⅳ-1-
(1)-①
地域企
業のビ
ジネス
展開を
推進す
る組織
横断的
な体制
の整備

8
⑧
❾

中小企業のDX
推進支援事業

　新型コロナウイルス感染症
の影響及び旧KIGSが閉館した
ことにより「北九州マイス
ター」や「北九州技の達人」
による講習・実技指導等の技
術継承活動は目標に若干届か
なかったが、マイスター及び
技の達人認定延べ人数は目標
を達成したため「順調」と判
断。

順調

【評価理由】
　北九州技の達人によるイベ
ント会場での実演や、北九州
マイスターによる地元企業や
工業高校の生徒への技術指導
等、技術継承活動を積極的に
行っているため、「順調」と
判断。

【課題】
　北九州イノベーションギャ
ラリーが閉館したことによ
り、マイスター及び技の達人
の活躍の機会を積極的に作っ
ていく必要がある。

　新型コロナウイルス感染
症の影響により、ここ数年
は中学校等からの講師派遣
依頼が減少しているが、一
方で、高等学校等からは実
技指導などの要望も増えて
いる。
　引き続き、効果的な広
報・PRに努めるとともに、
マイスター及び技の達人の
活躍の場の開拓に取り組ん
でいく。

順調

マイスター及び技
の達人認定延べ人
数（毎年交互に認
定）

129名
(H30年
度)

講座受講者と実技
指導受講者の合計
（累計）

7,495人
(H27～
H30年
度)

15,400

150名
(R5年
度)

1,157 8,170

　金属・機械・電
気等の工業系分野
を対象とした「北
九州マイスター」
と、暮らしに身近
な生活関連・サー
ビス産業なども含
めた幅広い分野を
対象とした「北九
州技の達人」の2つ
の制度において、
高度技能者を認
定・表彰する。
　認定された高度
技能者の協力の
下、優れた技能を
次代に継承し、地
域産業の振興に貢
献するための技術
継承活動を推進す
る。

Ⅰ-2-
(3)-②
技術・
技能を
継承す
る人材
の育成

7 ❾
北九州技能伝
承推進事業

雇用
政策
課

4,837

補助金採択社数

15,750
人

(R5年
度)

次世
代産
業推
進課

　デジタル化や
データ活用等を提
案できるベンダー
企業と活用を検討
する市内ユーザー
企業をつなぐプ
ラットフォームを
運営する。
　その中で、サ
ポートセンターを
中心とした伴走支
援を行うととも
に、システム導入
経費や人材育成経
費など各種取組経
費の補助を行うこ
とにより、市内中
小企業のデジタル
化等を強力に推進
する。
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

65 ％ 65 ％

実
績

0 ％ 64 ％

達
成
率

0.0 ％ 98.5 ％

目
標

65 ％ 65 ％

実
績

達
成
率

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

100 ％ 100 ％

達
成
率

111.1 ％ 111.1 ％

目
標

95 ％ 95 ％

実
績

100 ％ 100 ％

達
成
率

105.3 ％ 105.3 ％

順調
　製品化・実用化の割合につ
いて一定の成果を上げている
ため「順調」と判断。

67％
(H18年
度助成
実施分)

65％
(毎年
度)

0 21,986

50％
(H27年度助
成分・5年経

過後)

―

2,730

90％
(毎年
度)

16,832 18,283

95％
(毎年
度)

　新型コロナウイルス感染
症の状況を踏まえながら、
引き続き中小・小規模企業
のニーズに効率的かつ効果
的に対応することが必要で
ある。

10
❽
⑨

中小企業技術
開発振興助成
金

中小
企業
振興
課

　新技術・新製品
開発に取り組む中
小企業に対する研
究開発費の助成を
行うことにより、
中小企業の技術開
発力の向上と高付
加価値企業への転
換を促進する。

製品化・実用化の
割合（助成5年
後）

1,980 順調

　営業経験や情報発信力が十
分でないがために埋もれてい
く中小企業に対し、大規模展
示会等への出店を支援するこ
とにより、多くの企業が実際
の商談成約に至ったため、
「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　中小企業の経営力・技術力
等を強化するため、好転の場
となる機会の提供や新分野に
挑戦する企業の支援、相談窓
口での専門的・総合的サービ
スの提供などの支援を行った
結果、競争力向上に寄与した
ため、「順調」と判断。

【理由】
　多様化する中小・小規模企
業のニーズに効率的かつ効果
的に対応する必要がある。

順調

　新型コロナウイルス感染症
の感染拡大により企業訪問の
機会が減少し、中小企業支援
センター専門家派遣件数は昨
年度より低下したものの、利
用者満足度は目標値を達成し
ており、経営支援や相談機関
としての役割等を十分果たし
たことから「順調」と判断。
なお、中小企業支援センター
の相談件数は、国の給付金の
事前確認業務により、前年
523件から1,544件に大幅増と
なった。

5,177 16,436

中小
企業
振興
課

　技術力はあるが
営業経験に乏し
く、情報発信力も
十分ではない地元
中小企業の受注拡
大・販路開拓の取
組みを支援するも
の。
①大規模展示会等
出展支援
②巡回指導・マッ
チングコーディ
ネート（（公財）
北九州産業学術推
進機構が実施）

大規模展示会等出
展支援を行った企
業の中で、商談成
約に至った企業割
合

67％
(H22年
度)

65％
(毎年
度)

Ⅳ-1-
(1)-②
中小企
業の競
争力向
上

9 ❽
ビジネスチャ
ンス拡大支援
事業

11 ❽
中小企業支援
センター特定
支援事業

中小
企業
振興
課

　中小企業支援法
第7条に基づき、
（公財）北九州産
業学術推進機構を
指定法人として、
平成14年度に北九
州市中小企業支援
センター（以下
「中小企業支援セ
ンター」）を開設
し、市内中小企業
のための窓口相
談・専門家派遣・
情報提供など、専
門的かつ総合的な
サービスを提供し
ている。
　市は、これらの
事業を行うために
必要な経費を補助
している。

利用者アンケート
による満足度（窓
口相談）

81％
(H22年
度)

利用者アンケート
による満足度（専
門家派遣）

96％
(H25年
度)

3,825

60％
(H28年度助
成分・5年経

過後)

―

14,080

21,051

19,850
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

99.7 ％ 98.3 ％

達
成
率

110.8 ％ 109.2 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

50 ％

実
績

50 ％

達
成
率

100.0 ％

目
標

20 件 20 件

実
績

61 件 46 件

達
成
率

305.0 ％ 230.0 ％

目
標

2 件 2 件

実
績

2 件 1 件

達
成
率

100.0 ％ 50.0 ％

　地元企業の高度化、新た
な事業の開発を推進するた
め、市内の大学や企業が行
う研究開発を継続的に支援
する。

7,600 大変
順調

　研究開発を支援するための
研究会の開催や市内企業など
への訪問により、成果指標が
概ね目標を上回っていること
から、「大変順調」と判断。

順調 【評価理由】
　（公財）北九州産業学術推
進機構の産学交流の促進、研
究会の運営、プロジェクトの
創出といった一貫した支援に
より、概ね成果指標の目標を
上回っており、「順調」と判
断。

【課題】
　新型コロナウイルス感染症
の影響を受けている中、市内
の大学や企業が実施する研究
開発の成果を出すため、より
一層の選択と集中及び事業の
精査、学研都市を中心とした
各種産学連携事業、大学間連
携事業等において更なる効果
的な事業の実施が必要であ
る。

52,790

13,800

単年度目標
設定なし

―

―

37,243

80,000 75,110

Ⅳ-1-
(1)-⑤
地元企
業の高
度化・
新製品
開発支
援

14
⑧
❾

研究開発プロ
ジェクト支援
事業

50％
(毎年
度)

製品化・実用化の
割合

―

Ⅳ-1-
(1)-③
ベン
チャー
企業の
創出・
育成

12
❽
⑨

北九州テレ
ワークセン
ター管理運営
事業

20件
(毎年
度)

2件
(毎年
度)

次世
代産
業推
進課

　市内の大学や企
業が実施する「低
炭素化技術」、｢次
世代自動車｣、｢ロ
ボット｣、｢医療・
介護」「生産性向
上」等の分野の研
究開発を支援す
る。

雇用創出数

※中期目標改訂
（R4年度目標設定
時）

―

27人
(R6年度
までの
累計)

　引き続き北九州テレワー
クセンター（COMPASS小倉）
を創業支援の中核施設とし
て、市内の様々な創業支援
事業者と連携しながら、創
業を予定している方や創業
間もない方のニーズに沿っ
た支援を実施する。
　また、大きく成長するス
タートアップ企業が市内か
ら出てくるよう市内の創業
支援事業者やベンチャー
キャピタルなどと連携した
支援を実施するとともに、
市外の有望なスタートアッ
プ企業を市内に集積・定着
させ、本市産業の活性化を
図っていく。

13
❽
⑨

スタートアッ
プSDGsイノ
ベーショント
ライアル事業

ス
ター
ト
アッ
プ推
進課

　優れた目利き能
力を有するベン
チャーキャピタル
と協調して、事業
化から出口まで切
れ目のない支援を
行うことで、ス
タートアップの成
長を加速させ、市
内に魅力ある雇用
を創出する。

11,050 順調

　指定管理者のノウハウを活
かした効果的な運営により、
施設入居率はほぼ100％で推
移している。また、新型コロ
ナウイルス感染症拡大防止の
ため休館した期間が令和2年
度より長かったにも関わら
ず、相談受付件数実績は目標
を超えており、施設の目的を
全うしているため、「順調」
と判断。

順調

【評価理由】
　施設の目的に適合した企業
を入居させ、かつ入居率はほ
ぼ100％を達成しており、
「順調」と判断。
　事業化支援による製品・
サービスの向上や顧客の獲
得、実証支援による製品・
サービスの正式リリースな
ど、採択企業の成長をサポー
トできたこと、また、市外企
業を誘致できたことから「順
調」と判断。

【課題】
　企業間の交流等によるベン
チャー企業創出機運をさらに
盛り上げていく必要がある。
　産学官金が連携してスター
トアップの成長を支援する体
制を強化し、市内スタート
アップの件数増加と大きく成
長するスタートアップの輩出
を実現することで、更なる産
業の活性化を図っていく。

順調

　ベンチャーキャピタルと協
調して、切れ目のない支援を
行うことで、事業化や製品化
等に繋げることができた企業
の割合が目標に達したため、
「順調」と判断。

84,174 119,947

ス
ター
ト
アッ
プ推
進課

　北九州テレワー
クセンターを「日
本一起業家に優し
いまち」のシンボ
ルとして市内全般
の創業を支援する
ネットワークの中
心施設とする。

施設入居率
72％

(H28年
度)

90％
(毎年
度)

研究開発プロジェ
クト実施件数

―

事業化件数 ―

41,599

83,134

―

144



産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

95 ％ 95 ％

実
績

96.3 ％ 95.8 ％

達
成
率

101.4 ％ 100.8 ％

目
標

80 社 80 社

実
績

43 社 37 社

達
成
率

53.8 ％ 46.3 ％

目
標

105 社 105 社

実
績

92 社 92 社

達
成
率

87.6 ％ 87.6 ％

目
標

30

社
・
団
体

実
績

21

社
・
団
体

達
成
率

70.0 ％

【評価理由】
　パーツネット北九州の会員
数は横ばいであるが、福岡
県、（公財）北九州産業学術
推進機構等関係機関と連携
し、研究会・人材育成事業を
開催。
　北九州自動運転推進ネット
ワークの設立及び2回の勉強
会を開催し、意見交換を実
施。
　各指標が概ね目標を達成し
たことから「順調」と判断。

【課題】
　パーツネット北九州に関し
ては、引き続き人材育成など
の参加企業のニーズに対応し
ていくほか、電動化等、自動
車産業を取り巻く変化に適宜
対応しながら、既存企業の拡
大や新規企業の誘致を効率的
に行っていく必要がある。
　また、2025年度を目処に自
動運転サービスの全国普及を
目指す国の動きに対応し、自
動運転分野への市内企業の参
入、研究開発施設の集積にも
引き続き取り組む必要があ
る。

　引き続き、次世代自動車
産業を含む自動車産業の誘
致、研究開発及び実証の拠
点化を図るため、（公財）
北九州産業学術推進機構を
はじめとする関係各機関と
連携して、関連企業の新規
参入、取引拡大、人材育
成、次世代技術研究など、
企業ニーズに即した支援を
実施していく。

順調

　北九州自動運転推進ネット
ワークの設立及び2回の勉強
会を開催し、意見交換を実
施。
　目標の参加企業・団体数の
7割を達成したことから「順
調」と判断。

パーツネット北九
州会員数

57社
(H21年
度)

　パーツネット北九州の会員
数は横ばいであるが、市主催
「自動車産業セミナー」や、
福岡県及び（公財）北九州産
業学術推進機構と共催で自動
車電動化技術に関する勉強会
を開催するなど、近年の自動
車産業を取り巻く課題に関す
る取組を継続したことから
「順調」と判断。

順調

4,000 20,400 順調

30社・
団体
(毎年
度)

―

Ⅳ-1-
(2)-①
次世代
自動車
産業拠
点の形
成

7,32515
⑧
❾

学術研究拠点
推進事業

次世
代産
業推
進課

17
⑧
❾

自動運転関連
産業推進事業

次世
代産
業推
進課

　カーメーカーに
よる更なる地場調
達促進の取組みや
調達先の複数化な
ど部品サプライ
チェーンの再構築
が進められてお
り、地元企業に
とって自動車産業
への取引拡大の契
機となっている。
　自動車メーカー
や部品サプライ
ヤーのニーズや取
組みを捉え、地元
企業の技術力等の
積極的な情報発信
をしながら、ビジ
ネスマッチングの
機会拡大に取り組
んでいく。

次世
代産
業推
進課

自動車産業取
引拡大支援事
業

❽
⑨

16 9,300

　自動運転分野へ
の市内企業等の参
入、研究開発施設
の誘致等を図る。

セミナー・勉強会
等の参加企業・団
体数

―

順調

　新型コロナウイルス感染症
の影響を受け、一部目標が未
達成であった項目もあるが、
総合的な目標値の達成率から
「順調」と判断。

　（公財）北九州
産業学術推進機構
（FAIS）が行う大
学間連携事業のほ
か、産学連携、半
導体技術拠点形
成、技術移転等の
実施に対する支援
等を行うことによ
り、北九州学術研
究都市の研究開発
拠点としての機能
を高め、地域にお
ける産業技術の高
度化と新たな産業
の創出を図る。

新たな研究開発プ
ロジェクトに参加
した企業数

61社
(H27年
度)

80社
(R4年
度)

309,746 344,719 303,037

3,2671,873 4,535
105社
(R5年
度)

4,571

学研都市の取り組
み評価（学研都市
内の大学や入居企
業・研究機関の評
価）

60％
(H25年
度)

95％
(毎年
度)
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

2,000
億
円

2,140
億
円

実
績

1,395
億
円

1,787
億
円

達
成
率

69.8 ％ 83.5 ％

目
標

1,002 人 1,022 人

実
績

954 人 1,020 人

達
成
率

95.2 ％ 99.8 ％

目
標

855 人 855 人

実
績

883 人 947 人

達
成
率

103.3 ％ 110.8 ％

目
標

実
績

0 件 0 件

達
成
率

20
❽
⑨

航空機産業誘
致促進事業

3,650

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

1件
(R4年度
までの
累計)

1,873 1,246

新たな雇用創出数
（累計）

210人
(H25年
度)

次世
代産
業推
進課

　地方大学・地域
産業創生交付金を
活用し、産業用ロ
ボットの用途拡大
ニーズに応える研
究開発を産学連携
で強力に進めると
ともに、人口減
少、高齢化による
労働力不足の課題
を有する中小もの
づくり企業にロ
ボット等の導入支
援を積極的に行
い、生産性革命を
推進する。

市内ロボット関連
産業の売上高

企業
立地
支援
課

　本市への企業立
地を促進するた
め、企業向けのパ
ンフレットやホー
ムページ等による
情報発信や、立地
企業と地元企業と
の交流会開催など
を行う。

順調

　「市内ロボット関連産業の
売上高」、「市内ロボット関
連産業の雇用者数」共に目標
達成とはならなかったが、達
成率は上昇していることから
「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　令和4年度から新たに北九
州市ロボット・DX推進セン
ターとして一層の推進を図る
仕組みを構築したことから
「順調」と判断。

【課題】
　北九州市ロボット・DX推進
センターと他の支援機関との
連携強化。

　市内中小企業の生産性向
上に向け、北九州市ロボッ
ト・DX推進センターの取組
を推進していく。

23,250

3,200億
円

(R9年
度)

28,658 203,000

1,142人
(R9年
度)

147,215

Ⅳ-1-
(2)-②
我が国
をリー
ドする
ロボッ
ト産業
拠点の
形成

18
⑧
❾

ロボットテク
ノロジーを活
用した地方大
学・地域産業
創生事業（産
業用ロボット
導入支援）

842人
(推計)
(H29年
度)

― ―

1,633億
円

(H29年
度)

航空機産業の生産
拠点等の誘致件数

855人
(H25～
R3年度)

市内ロボット関連
産業の雇用者数

0件
(H25年
度)

Ⅳ-1-
(2)-④
航空機
産業の
振興

2,655

22,6297,130

企業
立地
支援
課

19

Ⅳ-1-
(2)-③
素材・
部材産
業

企業立地促進
事業（素材・
部材）

❽
⑨

　本市における航
空機産業の振興を
図るため、福岡県
と共同で航空機関
連企業の誘致に取
り組むとともに、
地元企業の新規参
入、事業拡大に向
けた支援を行う。

　今後も市外からの立地促
進、市内企業の増設・事業
拡大に向けた支援の継続や
人材採用支援等の強化な
ど、雇用創出の拡大や企業
の集積に向けた誘致活動に
取り組む。

【評価理由】
　新型コロナウイルス感染症
の影響も一時見られたが、本
市への企業進出、市内企業の
増設・事業拡大の成果が見ら
れ、新規雇用者数も着実に増
加しているため、「順調」と
判断。

【課題】
　製造業を中心に各企業とも
人材不足の現状があるため、
今後は採用支援に注力する必
要がある。

順調

　企業訪問件数（目標：
23,000件、実績：24,562件）
は目標を上回っており、新規
雇用者数（目標855人、実績
947人）も目標値に達してい
ることから「順調」と判断。

順調

順調

【評価理由】
　地元企業の航空機産業参入
に向けた継続的な支援を実施
していることから「順調」と
判断。

【課題】
　新型コロナウイルス感染症
拡大の長期化により、航空機
産業全体が低迷状況にある。

　航空機産業の動向を把握
し、福岡県と連携しなが
ら、航空機需要の回復後を
見据えた誘致活動および地
元企業の参入支援を行う。

順調

　新型コロナウイルス感染症
拡大の影響により航空機産業
全体が低迷状況の中、需要回
復後を見据え、オンラインに
よる勉強会等を実施した。福
岡県と連携しながら、航空機
関連企業の誘致活動に継続し
て取り組んでおり、中期目標
を達成済みであることから
「順調」と判断。

5,80021,486
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

30 人

実
績

64 人

達
成
率

213.3 ％

目
標

7 社 7 社

実
績

6 社 8 社

達
成
率

85.7 ％ 114.3 ％

目
標

800 人 1,600 人

実
績

751 人 1,484 人

達
成
率

93.9 ％ 92.8 ％

目
標

300 人 350 人

実
績

195 人 200 人

達
成
率

65.0 ％ 57.1 ％

22
❽
⑨

企業立地促進
事業

企業
立地
支援
課

　本市への企業立
地を促進するた
め、企業向けのパ
ンフレットやホー
ムページ等による
情報発信や、立地
企業と地元企業と
の交流会開催など
を行う。

22,629 5,80021,4867,130
企業立地による新
規雇用創出数（累
計）

3,514人
（H27～
H31年度
累計）

5,800

10,800

30人
(毎年
度)

セミナー、講座の
参加人数（単年
度）

25人
(H26年
度)

868

991

市内サービス事業
者に対する取組支
援件数

3,032 順調

　新型コロナウイルス感染症
の影響により中止となったセ
ミナーがあったものの、「市
内サービス事業者に対する取
組支援件数」が目標を達成し
たことから、「順調」と判
断。

順調

【評価理由】
　新型コロナウイルス感染症
の影響により中止となったセ
ミナーがあったが、「市内
サービス事業者に対する取組
支援件数」が目標を達成して
いるため、「順調」と判断。

【課題】
　市内サービス産業の生産性
向上のため、モデル事業を広
く知らしめる必要がある。

　引き続き、市内サービス
事業者の生産性向上に関す
る意識向上を図るため、関
係機関と連携し、具体的な
取組支援を行う。

5社
(H26年
度)

4,000人
(R2～R6
年度)

7社
(毎年
度)

913―
50人増
（毎年
度）

2,000

Ⅳ-1-
(3)-①
成長
性、経
済波及
効果の
高い産
業の重
点的誘
致

23
❽
⑨

響灘エリア誘
致推進事業

企業
立地
支援
課

　若松区響灘エリ
アの優位性を活か
し、製造業をはじ
めとした企業の集
積を促進するた
め、未利用地への
積極的な誘致活動
を行う。

新たなビジネスに
おける雇用人数
（累計）

Ⅳ-1-
(2)-⑤
知識
サービ
ス産業
の振興

21 ❽
サービス産業
振興事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　サービス産業の
生産性向上のため
の啓発や具体的な
活動を支援するこ
とにより、市内
サービス産業の競
争力向上を図る。

3,164

やや
遅れ

　企業のニーズに応じた提
案・協議を行うことで、響灘
エリアへの誘致を推進してき
た。しかしながら、新型コロ
ナウイルス感染症拡大の影響
等により企業の投資決定が後
ろ倒しとなっていることから
「やや遅れ」と判断。

順調

【評価理由】
　進出検討企業に対する誘致
に向けた具体的な提案や、産
業用地開発に関する協議を関
係者と連携して実施し、本市
への企業立地に寄与している
が、スケジュールが後ろ倒し
になっている。
　一方で、企業訪問件数は目
標を上回り、新規雇用者数は
コロナ禍の状況下でも目標に
近い値に達していることか
ら、総合的には「順調」と判
断。

【課題】
　市有地が限られる中、民間
用地を活用した誘致活動を推
進するため、用地所有者との
連携強化が求められる。

　企業集積に向け誘致活動
を強化する。

順調

　企業訪問件数（目標：
23,000件、実績：24,562件）
は目標を上回っており、新規
雇用者数（目標1,600人、実
績1,484人）はコロナ禍で誘
致活動が制限された中で目標
に近い値に達していることか
ら「順調」と判断。
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

83 ％ 83 ％

実
績

78 ％ 78 ％

達
成
率

94.0 ％ 94.0 ％

目
標

1,720 人 1,940 人

実
績

2,223 人 2,728 人

達
成
率

129.2 ％ 140.6 ％

目
標

1,720 人 1,940 人

実
績

2,223 人 2,728 人

達
成
率

129.2 ％ 140.6 ％

目
標

1,940 人

実
績

2,728 人

達
成
率

140.6 ％

181,295 6,55024
⑧
❾

北九州空港跡
地産業団地整
備事業

企業
立地
支援
課

1,940人
(H27～
R3年度
累計)

1,940人
(H27～
R3年度
累計)

雇用創出数（累
計）

1,302人
(H27～
30年度
累計)

Ⅳ-1-
(3)-②
効果的
な優遇
制度、
産業基
盤など
の充実

　IT企業等を新規
に呼び込むため、
また、市内拠点の
増設を促すための
受け皿が不足して
いることから、企
業に選ばれるオ
フィス環境の整備
を目的とし、市内
オフィス等を改修
する者に対して補
助金を交付する。

企業
立地
支援
課

　北九州空港跡地
産業団地の整備を
行う。

2,947

雇用創出数（累
計）

1,302人
(H27～
30年度
累計)

分譲率
100％
(R5年
度)

94,195 175,904

1,940人
(H27～
R3年度
累計)

分譲率
67％

(H25年
度)

　残り区画の分譲を進めるた
め、継続して造成工事を実施
していることから「順調」と
判断。

順調

企業
立地
支援
課

大変
順調

　本市への企業進出が進み、
目標値を上回る成果が得られ
たため、「大変順調」と判
断。

　企業サイドのニーズを把
握し、用地やオフィスなど
のハード整備だけでなく、
補助金などの支援を継続し
て行い、企業誘致を展開し
ていく。

【評価理由】
　北九州空港移転跡地の整備
や企業立地のための新たな受
け皿の確保に向けて、事業展
開を行い、いずれも産業基盤
の充実に寄与している結果と
なったため「順調」と判断。

【課題】
　空港跡地については引き続
き、整備を進めていく。
　また、近年の傾向であるIT
系企業の増加に伴い、本市が
拠点として選ばれるようビル
所有者への支援等を継続して
実施していく必要がある。

順調

27 ❽
お試しサテラ
イトオフィス
誘致促進事業

企業
立地
支援
課

　首都圏IT企業等
を対象に、サテラ
イトオフィス設置
に向けた検討のた
めの経費を助成す
るとともに、市内
企業や学生との
マッチングを行
う。

― 30,000 24,483 7,900 大変
順調

　本市への企業進出が進み、
目標値を上回る成果が得られ
たため「大変順調」と判断。

　本市への企業進出が進み、
目標値を上回る成果が得られ
たため「大変順調」と判断。

大変
順調

7,9006,000雇用創出数（累
計）

1,302人
(H27～
30年度
累計)

　これまで市内外
に構築してきた人
材供給ネットワー
クを活用し、更な
る新規企業の誘致
に繋げる。

26

　本市の進出を目指す企業
や市内外の学校との関係を
構築・強固にしていくこと
で、企業誘致を行い、立地
の支援に取り組んでいく。

【評価理由】
　市内定住を促進するため、
人材供給ネットワークを活用
した新規企業の誘致やサテラ
イトオフィス新設に向けた経
費の補助を行うことで、市内
の働き口を提供し、実際の雇
用創出につながったことから
「大変順調」と判断。

【課題】
　それぞれの企業のニーズを
把握し、よりきめ細かな支援
を行うなど、フォローアップ
の継続を図ることによって、
更なる雇用創出に繋げてい
く。

IT系企業の地
方での人材供
給モデルづく
り事業

④
❽

オフィスリノ
ベーション補
助金

⑧
❾

7,000

大変
順調

Ⅳ-1-
(3)-③
人材供
給、住
環境整
備など
の立地
支援

25 0 10,000 142,069 7,900
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

19.3 ％

実
績

16.9 ％

達
成
率

112.4 ％

目
標

10,381 人

実
績

12,581 人

達
成
率

121.2 ％

目
標

16.3 ％ 16.3 ％

実
績

19.9 ％ 16.9 ％

達
成
率

77.9 ％ 96.3 ％

目
標

80 ％

実
績

達
成
率

目
標

80 ％

実
績

0 ％

達
成
率

0.0 ％

設定した目標を達
成した事業者の割
合

―
80％
(毎年
度)

順調

受講者アンケート
で「満足」又は
「大変満足」と答
えた割合

63.0％
(H25年
度)

【評価理由】
　新型コロナウイルス感染症
の流行により、「実践あきな
い塾」を中止し、コロナ禍で
課題を抱える飲食店13店舗に
対する相談支援を行った。
　営業力強化や店舗改装・改
善、業務転換など各店舗が抱
える課題の相談支援を通じ、
商業者の育成に寄与したた
め、「順調」と判断。

【課題】
　令和3年度は新型コロナウ
イルス感染症の流行で飲食店
のみを対象として相談事業を
行った。
　令和4年度以降は従来どお
り、小売店も事業対象とした
「実績あきない塾」を実施
し、経営課題解決を行いた
い。

Ⅳ-2-
(1)-③
次代を
担う新
しい商
業者の
創出・
育成

30

　商業人材育成事業は、飲
食店等の売上高アップなど
を通じ、商業者の創出・育
成に効果を発揮している。
　今後も魅力ある研修を続
け、参加店舗数及び目標達
成店舗数を増やしていく。

―

―

3,075 遅れ

　新型コロナウイルス感染症
の流行により、「あきない
塾」を中止し、経営が厳しく
なった飲食店を対象とした相
談事業を行ったが、事業自体
は中止したため、「遅れ」と
判断。

2,106

80％
(毎年
度)

923968❽
商業人材育成
事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　市内の商業・
サービス業に対し
て、販促ノウハウ
などの商業セミ
ナー等の実施を通
して、経営力の向
上を支援する。

3,075 順調

　空き店舗補助件数が増加
し、空き店舗率も大幅に改善
し、目標達成に迫る状況のた
め、「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　コロナ禍にあっても、空き
店舗補助件数は増加で推移。
空き店舗率は、目標を下回る
も大幅に改善しているため
「順調」と判断。

【課題】
　制度活用件数は維持しつ
つ、消費者ニーズに沿った魅
力ある商店街づくりへの取組
が必要。

12,923 10,850

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　商店街の活性化
に向け、商店街に
おける空き店舗の
有効利用促進や、
新たな事業への補
助、活性化計画作
りを支援する。

市内主要商店街の
空き店舗率

18.3％
(R1年
度)

R1年度
比2ポイ
ント
改善
(R5年

度:16.3
％以下)

商店街活性化
支援事業

Ⅳ-2-
(1)-②
がんば
る商店
街への
支援

29 ❽

順調9,606

25,373

【評価理由】
　黒崎地区の空き店舗率が改
善し、歩行者数が増加してい
るため、中心市街地の商業振
興に寄与しており、「順調」
と判断。

【課題】
　イベントが持続できるよう
事業収入の増加が必要

　令和4年度は商店街が次年
度以降単独で実施できるよ
うに支援する事業と位置付
けているため、令和5年度は
別の形での事業を検討して
いく。

6,150 順調
　黒崎地区の空き店舗率が改
善し、歩行者数が増加してい
るため、「順調」と判断。

― 11,000

　引き続き商店街とのコ
ミュニケーションを密に
し、地域のニーズや社会環
境にあった支援メニューを
提案し、効果的な活用に努
める。

黒崎地区歩行者通
行量（人/日）

10,279
人

(R2年
度)

黒崎地区商店街エ
リアの空き店舗率

19.5％
(R2年
度)

18.9%
(R5年
度）

10,587
人

（R5年
度）

Ⅳ-2-
(1)-①
中心市
街地の
商業振
興

28 ❽
黒崎応援プロ
ジェクト事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　黒崎地区の活気
を取り戻すため、
令和3年度から黒崎
地区でのイベント
等に支援をする。
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

5 人 5 人

実
績

0 人 0 人

達
成
率

0.0 ％ 0.0 ％

目
標

3,000 人

実
績

1,496 人

達
成
率

49.9 ％

目
標

5 人 5 人

実
績

0 人 0 人

達
成
率

0.0 ％ 0.0 ％

目
標

3,000 人

実
績

1,496 人

達
成
率

49.9 ％

健康・生活産業の
創出に向けた取組
実績(イベント・
セミナー等への来
場者数)

2,353人
(H25年
度)

32 ❽
健康・生活産
業振興事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

健康・生活産業に
おける雇用の創出
数

5人
(H26年
度)

3,000人
(毎年
度)

3,000人
(毎年
度)

5人
(毎年
度)

6,900 遅れ

　新型コロナウイルス感染症
の影響により事業を中止し、
企業への支援や新規雇用の創
出につながらなかったことも
あり、目標に達していないた
め、「遅れ」と判断。

8,852

　企業、大学、医
療・福祉機関、行
政などが連携し、
健康・介護、女
性・若者、子育
て・教育等に対応
したビジネスや市
民生活の質の向上
に貢献するビジネ
スを振興するた
め、北九州市健
康・生活産業振興
協議会を核に、企
業間の交流や個別
企業への具体的支
援、複数企業によ
るサービスのパッ
ケージ化を通し
て、新たなビジネ
スと雇用の創出を
図る。

健康・生活産業に
おける雇用の創出
数

5人
(H26年
度)

健康・生活産業の
創出に向けた取組
実績(イベント・
セミナー等への来
場者数)

2,353人
(H25年
度)

5人
(毎年
度)

600

【評価理由】
　新型コロナウイルス感染症
の影響により事業を中止し、
企業への支援や新規雇用の創
出につながらなかったことも
あり、目標に達していないた
め、「遅れ」と判断。

【課題】
　新型コロナウイルス感染症
の影響により、健康・生活産
業の周知・啓発が十分にでき
なかった。
　引き続き、健康・生活ビジ
ネスの現状や課題の聞き取
り、事業継続に向けた支援を
行っていく必要がある。

遅れ

Ⅳ-2-
(2)-①
高齢者
を中心
とした
健康・
生活支
援ビジ
ネスの
推進

　新型コロナウイルス感染症
の影響により事業を中止し、
企業への支援や新規雇用の創
出につながらなかったことも
あり、目標に達していないた
め、「遅れ」と判断。

遅れ6,9008,85231 ❽
健康・生活産
業振興事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　企業、大学、医
療・福祉機関、行
政などが連携し、
健康・介護、女
性・若者、子育
て・教育等に対応
したビジネスや市
民生活の質の向上
に貢献するビジネ
スを振興するた
め、民間事業者か
らのビジネスプラ
ンの公募による助
成や、北九州市健
康・生活産業振興
協議会を核に、企
業間の交流や個別
企業への具体的支
援、複数企業によ
るサービスのパッ
ケージ化を通し
て、新たなビジネ
スと雇用の創出を
図る。

15

600 15

　健康・生活産業の創出に
向けたイベント等を通じ
て、高齢者を始めとした、
市民の健康で快適な生活に
つながる新しいサービスの
創出を支援する。

Ⅳ-2-
(2)-②
ソー
シャル
ビジネ
ス創出
の支援

　健康・生活産業の創出に
向けたイベント等を通じ
て、事業者連携を図り、新
たな分野への進出を支援す
ることでソーシャルビジネ
スの創出を支援する。

【評価理由】
　新型コロナウイルス感染症
の影響により事業を中止し、
企業への支援や新規雇用の創
出につながらなかったことも
あり、目標に達していないた
め「遅れ」と判断。

【課題】
　新型コロナウイルス感染症
の影響により、健康・生活産
業の周知・啓発が十分にでき
なかった。引き続き、健康・
生活ビジネスの現状や課題の
聞き取り、事業継続に向けた
支援を行っていく必要があ
る。

遅れ

150



産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

実
績

58 社

達
成
率

目
標

30 人

実
績

64 人

達
成
率

213.3 ％

目
標

7 社 7 社

実
績

6 社 8 社

達
成
率

85.7 ％ 114.3 ％

目
標

16
億
円

17.5
億
円

実
績

18.8
億
円

18.7
億
円

達
成
率

117.5 ％ 106.9 ％

33
⑧
❾

中小企業のDX
推進支援事業

補助金採択社数

　生産者、消費
者、飲食・販売
店、加工製造の各
サポーターへの情
報提供等に努める
とともに、各サ
ポーター間の交流
の促進及び本市農
産物の認知度を高
めるため、市内産
食材の試食、販売
等の広報活動を行
う。

14億円
(H23年
度)

順調

【評価理由】
　新型コロナウイルス感染症
の影響により、中止となった
セミナーがあったが、「市内
サービス事業者に対する取組
支援件数」が目標を達成した
ため、「順調」と判断。

【課題】
　市内サービス産業の生産性
向上のため、モデル事業を広
く知らしめる必要がある。

10,800

30人
(毎年
度)

3,032 3,164

7社
(毎年
度)

セミナー、講座の
参加人数（単年
度）

25人
(H26年
度)

市内サービス事業
者に対する取組み
支援件数

5社
(H26年
度)

順調

Ⅳ-2-
(2)-④
サービ
ス産業
への支
援の充
実

34 ❽
サービス産業
振興事業

11,050 順調

　「DXプラットフォーム参加
社数」は100社の目標を大き
く超え238社の参加となっ
た。また、補助金の採択件数
も2年間で58社と目標の110社
に近づいているため「順調」
と判断。

― 70,000―

単年度目標
設定なし

110社
(R2～R5
年度累
計)

次世
代産
業推
進課

　デジタル化や
データ活用等を提
案できるベンダー
企業と活用を検討
する市内ユーザー
企業をつなぐプ
ラットフォームを
運営する。
　その中で、サ
ポートセンターを
中心とした伴走支
援を行うととも
に、システム導入
経費や人材育成経
費など各種取組経
費の補助を行うこ
とにより、市内中
小企業のデジタル
化等を強力に推進
する。

　「新型コロナウイルス感染
症の影響により、中止となっ
たセミナーがあったものの、
「市内サービス事業者に対す
る取組支援件数」が目標を達
成したため、「順調」と判
断。

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　サービス産業の
生産性向上のため
の啓発や具体的な
活動を支援するこ
とにより、市内
サービス産業の競
争力向上を図る。

―

【評価理由】
　新型コロナウイルス感染拡
大の影響でシンポジウムや展
示商談会を開催できなかった
が、直売所の販売額が18.7億
円と目標を上回っていること
から「順調」と判断。

【課題】
　生産者の主たる経営である
生産業が忙しく、また生産者
の高齢化が進む中、6次産業
までの経営拡大につなげる事
業者が不足している。

35
　直売所等の販売額が目標を
上回っていることから、「順
調」と判断。

順調12,300
地元いちば
ん・地産地消
推進事業

⓬
⑭
⑮

農林
課

Ⅳ-2-
(3)-①
地元産
品の６
次産業
化など
ビジネ
ス化の
推進

20億円
(R5年
度)

2,1945,080直売所等の販売額 3,435 順調

　引き続き、市内サービス
事業者の生産性向上に関す
る意識向上を図るため、関
係機関と連携し、具体的な
取組支援を行う。

　展示会やシンポジウムの
実施による新たな6次産業の
取組促進を行うほか、既存
の6次産品については、各地
で開催されるイベントやマ
スコミ等を通じてPRを図
る。
　また、SNSやホームページ
等を通じて、市内農林水産
物の認知度向上を図る。

65,039

991

Ⅳ-2-
(2)-③
サービ
ス産業
の高付
加価値
の推進
及び情
報通信
産業の
集積

　市内中小企業の生産性向
上に向け、引き続きDXの推
進を行っていく。

【評価理由】
　DX推進プラットフォームを
基盤として、地域企業のDXに
向け、専門家による無料相
談・現場派遣から人材育成、
DX推進補助金による支援まで
切れ目のない支援を実施した
ため「大変順調」と判断。

【課題】
　実際にDX化を行った企業か
ら「DXモデル企業」を創出
し、更なる地域企業のDXにつ
なげていく必要がある。

大変
順調
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

40 件 42 件

実
績

47 件 66 件

達
成
率

117.5 ％ 157.1 ％

目
標

37 ％ 40 ％

実
績

38.4 ％ 36.8 ％

達
成
率

103.8 ％ 92.0 ％

目
標

1 件

実
績

1 件

達
成
率

100.0 ％

目
標

実
績

0 ha 0 ha

達
成
率

5,000

――

順調

　実証事業主体数の目標を達
成したため、「順調」と判
断。

大変
順調

7,743

順調

　新規就農研修参加者数、新
規就農者数・経営診断等の実
施の目標をそれぞれ上回った
ため、「大変順調」と判断。

38
⓫
⑮

有毛浜田地区
ほ場整備事業

農林
課

　若松区有毛浜田
地区において、農
業の生産基盤とし
てほ場整備を行
い、耕作放棄地の
解消や耕地集積・
集約化を進め、ま
た担い手の確保に
取り組むととも
に、稲作等から高
収益作物への転換
を行う。

農林
課

　北九州市の農業
形態に即したス
マート農業の導入
を図るもの。
　農業のスマート
化が進んでいない
農業現場におい
て、関係機関で構
成される協議会を
立ち上げ、３ヵ年
計画で事業を進め
る。

45件
(R5年
度)

本市目標所得を達
成した認定農業者
の割合

36.9%
(H30年
度)

45％
(R5年
度)

Ⅳ-2-
(3)-②
農林水
産業の
生産基
盤の整
備や担
い手の
育成

36 ❽
人づくり担い
手対策事業

37
❽
⑨

未来の農業ス
マート化推進
事業

農林
課

　新たな農業従事
者の育成や、営農
組織・認定農業者
等への経営診断及
び活動支援などを
行い、農業分野に
おける担い手を育
成・確保する。

市内で新規就農し
た者

8.8％
(H22年
度)

4件
(R5年
度)

0基盤整備面積
（ha）

0ha
(H30年
度)

14,507

― 4,608

0

8,115

　地元地権者100％合意に向
け、地元協議を進めてきた
が、100％合意を得られな
かったため、「遅れ」と判
断。

17,129

0
4.5ha
(R5年
度)

― ―

実証事業主体数 ―

6,325 遅れ

【評価理由】
　農林水産業の生産基盤の整
備として、有毛浜田地区ほ場
の整備に向けて、地元地権者
との協議を重ねてきたが、
100％の合意を得ることはで
きなかった。
　一方、農林水産業の新たな
担い手の育成としては、農業
のスマート化について本市の
事業が国プロジェクトの採択
を受け、また、新たな農業従
事者の育成に向けたや農業者
等への経営診断などを行い、
新たな農業の担い手の創出に
つながった。
　以上より、効率的で持続可
能な農林水産業の推進に寄与
していることから「順調」と
判断。

【課題】
　生産基盤の整備には地元地
権者の理解を得ることが重要
であり、より丁寧な説明を
行っていく。また、後進とな
る若い世代への世代交代の促
進には、新たな農業の形態を
形成しつつ、積極的に取り入
れていく必要があるため、現
制度が幅広く周知されるよう
相談会等の機会を増加させ、
世代交代促進を図っていく。

　新たな担い手について
は、育成・確保に向けて、
制度周知や相談会の実施機
会の増加を目指し、より一
層の推進を図っていく。ま
た、生産基盤の整備として
は、スマート農業技術の普
及を目指し、施設や機械等
の導入を行い、ほ場整備に
ついても新たな制度の適用
を視野に入れ、関係機関等
との調整を積極的に行い事
業計画の決定を目指す。

9,150
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

400 ｔ 400 ｔ

実
績

200 ｔ 151 ｔ

達
成
率

50.0 ％ 37.8 ％

目
標

4,300 t 4,300 t

実
績

3,621 t

達
成
率

84.2 ％

目
標

360
千
人

380
千
人

実
績

216
千
人

258
千
人

達
成
率

60.0 ％ 67.9 ％

目
標

78 ％

実
績

72.8 ％

達
成
率

93.3 ％

57,854

⓮
11月頃公表

予定

―

40
里海づくり推
進事業

水産
課

39,025 1,480

　人と自然が共生
し、豊かな水産資
源と生物多様性を
持ち、市民が海と
ふれあえる沿岸環
境を実現するた
め、「里海づく
り」を推進する。
藻場・干潟の再
生、漁場の整備、
魚介類の放流など
を行い、豊饒な海
をつくり、漁業経
営の安定化を図る
とともに、市民に
新鮮で安全・安心
な水産物を持続的
に供給する。

136,825市内水産物の年間
漁獲量

4,069t
(H26年)

4,300t
(毎年)

400t
(毎年
度)

活用された竹材量 ―

121,295

30,35739

⑦
⑨
⑬
⓯

放置竹林対策
事業

農林
課

　管理されていな
い竹林の増加によ
り、森林景観の悪
化や保水力の低下
による災害の危険
性が問題となって
いる。このような
竹林の拡大防止の
ため、管理竹林へ
の再生を行う。さ
らに、竹の粉砕機
を市民に無料で貸
し出している。

35,415

　令和3年度は台風や大雪に
加え、新型コロナウイルス感
染症拡大に伴う緊急事態宣言
の発令による休園日が39日間
あった。また、外出自粛要請
による来園者の減少もあり、
年間の入場者数は目標を大き
く下回った。
　一方で、バラや梅等の花の
季節や野菜苗の販売時期等に
は、昨年度に比べ多くの市民
が密を避けながら訪れた。
　更に、新規就農者や福祉施
設に対する研修についても、
感染症対策を取りながら実施
するなど、市民が農を学び理
解を深めるとの目的は達成さ
れているため、全体としては
「順調」と判断。

順調23,450

　総合農事セン
ターは、「農業の
振興」、「市民と
農業の接点」、
「憩いの場の提
供」を基本方針と
して、都市型農業
の振興を図るため
に農業に関する試
験研究や展示栽培
など営農問題の解
決の一翼を担うほ
か、市民に農業を
紹介し、学び、理
解を深める施設と
して運営する。

総合農事センター
入場者数

62,733

　竹粉砕機の貸出件数は目標
を大きく上回ったものの、竹
材量は目標を下回ったため、
「遅れ」と判断。

総合農事センター
の認知度

総合
農事
セン
ター

総合農事セン
ター管理運営
事務

❽

129,053

80.0％
(R4年
度)

遅れ

【評価理由】
　コロナ禍による休園や外出
自粛により入場者数は大きく
減少したが、指定管理及び直
営区域の適切な管理・運営に
より、概ね施設の設置目的に
かなったものとなっているた
め「順調」と判断。

【課題】
　施設の老朽化に伴い、来園
者の安全を確保するための施
設保全に最優先で取り組むと
ともに、気象条件に左右され
ない施設の整備や情報発信に
よる魅力向上を図る必要があ
る。

順調

72.4％
(H27年
度)

312千人
(H23年
度)

62,664

400千人
(R4年
度)

41

Ⅳ-2-
(3)-④
農林水
産業と
市民と
の交流

Ⅳ-2-
(3)-③
環境に
配慮し
た農林
水産業
の推進

　農林水産業の多面的な機
能を維持につながる事業を
継続的に行っていくため、
既存の制度等を活用し、積
極的な広報に取り組んでい
く。

【評価理由】
　農林業の面としては、災害
の危険性が伴う未管理の竹林
について、竹粉砕機の貸出件
数が伸びていることから意識
が高まっていることがうかが
えるものの、実際の伐採搬出
量は目標値に達していない。
　水産業の面では、各取り組
みにより種苗の放流尾数の増
加や藻場の面積拡大という結
果につながっている。
　よって、全体的な評価とし
て「順調」と判断。

【課題】
　農林業について、取組が広
く周知されていないことが遅
れの原因となっていることか
ら積極的な周知及び活用促進
が課題である。また、自然環
境の変化による影響について
研究を行い、農林水産業全体
の対応策を打ち出していく必
要がる。

　藻場の造成面積（目標：
132,273㎡、実績：126,562
㎡）は目標をほぼ達成し、種
苗放流尾数（目標：2,200万
匹、実績：2,328万匹）は目
標を達成している。また、漁
獲量の令和2年度の達成率も
84.2％であるため、「順調」
と判断。

順調25,050

順調

　令和5年度から第2期の指
定管理期間に入るが、総合
農事センターが農家・市民
から魅力ある施設として広
く利活用してもらうため
に、新たな指定管理者と連
携して老朽化した施設の計
画的な更新や魅力の向上を
進めると共に、各種研修の
更なる充実など、農業振興
上の課題解決に向けた取組
を進めていく。
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

4,300 t 4,300 t

実
績

3,621 t

達
成
率

84.2 ％

目
標

2,873
千
円

実
績

2,294
千
円

達
成
率

120.2 ％

目
標

1,000 件 1,000 件

実
績

1,933 件 1,883 件

達
成
率

6.7 ％ 11.7 ％

目
標

60 ％ 60 ％

実
績

51.6 ％ 51.6 ％

達
成
率

86.0 ％ 86.0 ％

23,750 順調

　漁港施設整備累計延長は、
目標2,830mに対して97.8％
(2,767m)まで達成しており、
漁獲量の達成率も84.2％(令
和2年)であるため、「順調」
と判断。

43 ⓯
有害野生鳥獣
被害対策事業

鳥獣
被害
対策
課

　農業者が農薬に
関する正しい知識
を理解し、適正に
使用し、安全な農
産物を生産する状
態にする。

農林
課

農作物生産振
興対策事業

⓬44

農作物の安全・安
心確保（GAP〔農
業生産工程管理〕
に取り組む生産組
織の割合）

12％
(H27年
度)

やや
遅れ

【評価理由】
　有害野生鳥獣被害対策事業
については、市民からの野生
鳥獣の相談件数は若干減少し
たものの、市街地に出没する
ハナレザルが増加し、依然と
して目標件数を大幅に上回っ
ている。
　農作物生産振興対策事業に
ついては、GAPに取り組む生
産組織の割合がおおむね目標
を達成している。
　ため池緊急防災体制整備促
進事業については、監視カメ
ラや水位計等の観測機器の設
置件数が目標の76件に対し、
31件となり、現状維持となっ
たが、ため池劣化状況評価等
実施事業については、ため池
劣化状況評価の実施箇所数が
目標の30箇所に対し、15箇所
となったため、「やや遅れ」
と判断。

【課題】
　有害野生鳥獣被害対策事業
については、市街地に出没す
るハナレザル対策や、イノシ
シをはじめとした野生鳥獣と
人との接し方の啓発が課題で
ある。
　農作物生産振興対策事業に
ついては、農薬の適正使用に
関する説明、指導した農家数
及びGAPに取り組む組織が増
加するよう更なる推進が必
要。
　ため池緊急防災体制整備促
進事業については、、十分な
予算を確保していく必要があ
る。

市民からの野生鳥
獣の相談件数

978件
(H26年
度)

1,000件
/

年以下
(毎年
度)

11,20011,233

　GAPに取り組む生産組織の
達成率が86％であるため、
「順調」と判断。

順調1,261
60％
(R5年
度)

　有害野生鳥獣被害対策事
業については、市民の安全
安心の確保及び農作物被害
の軽減に向け、予算の確保
に努める。
　農作物生産振興対策事業
については、一定の成果は
上がっている。GAPに取り組
んでいる農家、生産地域に
必要性を理解してもらい更
に拡大を図っていく。
　ため池緊急防災体制整備
促進事業については、国に
よる農業水路等長寿命化・
防災減災事業等の制度の拡
充を受け、これらの制度を
有効に活用し、ため池の安
全性の向上を図る。

遅れ

　市民からの野生鳥獣の相談
件数は、令和2年度に比べ若
干減少したものの、令和3年
度は、市街地に出没するハナ
レザルが大幅に増加するとと
もに、イノシシをはじめとす
る他の野生鳥獣についても依
然として相談件数が多かった
ため、達成率は11.7％となっ
た。このため、評価としては
「遅れ」と判断。

161,119 185,000

　漁業活動の効率
化や防災機能の強
化を図るため、水
産物供給基盤（防
波堤、岸壁、護
岸、航路、泊地、
桟橋、道路など）
を整備する。

市内水産物の年間
漁獲量

4,069t
(H26年)

4,300t
(毎年)

　イノシシ･サルな
どの野生鳥獣によ
る市街地や農作物
被害に対応するた
め、わなや銃によ
る捕獲や追払い、
市民相談や現地対
応、市民啓発等を
実施する。

イノシシによる農
作物被害額

7,252千
円

(H22年
度)

9,700

―

351 732

⓮
水産物供給基
盤整備事業
（補助）

水産
課

Ⅳ-2-
(3)-⑤
農林水
産業の
危機管
理体制
の確
立、防
災機能
の強化

42
11月頃公表

予定
166,829

9,893

6,150

2,873千
円/年以

下
(R2年
度)
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

55 件 76 件

実
績

31 件 31 件

達
成
率

56.4 ％ 40.8 ％

目
標

30
箇
所

実
績

15
箇
所

達
成
率

50.0 ％

目
標

1,820 人 1,820 人

実
績

1,925 人 1,406 人

達
成
率

105.8 ％ 77.3 ％

目
標

240 人 480 人

実
績

215 人 443 人

達
成
率

89.6 ％ 92.3 ％

　ため池緊急防災体制整備促
進事業については、監視カメ
ラや水位計等の観測機器の設
置件数が目標の76件に対し、
31件となり、現状維持となっ
たが、ため池劣化状況評価等
実施事業については、ため池
劣化状況評価の実施箇所数が
目標の30箇所に対し、15箇所
となったため、「やや遅れ」
と判断。

100件
(R5年
度)

6,325

　中小企業や小規模企業、
求職者のニーズに効率的か
つ効果的に対応し、中小企
業の人材育成及び確保に取
り組んでいく。

47 ❽

北九州で働こ
う！U・Iター
ン応援プロ
ジェクト

雇用
政策
課

　本市へのU・I
ターン就職希望者
に対する地元企業
の求人情報の提供
や転職相談、職業
紹介等の支援を総
合的に実施する。
　また、若年人材
等の地元への還流
を促進するため、
学生等に対するU・
Iターン就職活動支
援の拡充を図る。

U・Iターン就職者
数（累計）

11,200

順調 【評価理由】
　新型コロナウイルス感染症
の影響により、令和2年度は
「合同会社説明会」や「外国
人材セミナー」など対面式の
事業が、中止・規模縮小と
なっていた。令和3年度は、
コロナ禍でも実施できるよ
う、Web形式開催への転換や
感染対策を講じて開催した。
　また、「民間転職サイトへ
の求人掲載の支援」や「求職
者への質の高いカウンセリン
グ」を実施していった結果、
各事業の目標値に達すること
となったため、「順調」と判
断。

【課題】
　「大学生の就職活動の早期
化」や「新型コロナウイルス
感染症の影響」などにより、
近年就職活動や正規雇用化の
情勢は大きく変化してきてい
る。いずれも、既存の事業な
どに影響しているため、求職
者に寄り添った支援策につい
て、調査・研究し、中小企業
の人材不足解消に向けた取組
を展開していく必要がある。

18,546 19,640❽
合同会社説明
会等開催事業

ため池劣化状況評
価の実施箇所数
（累計）

農林
課

　近年頻発するた
め池の老朽化等を
原因とする災害を
防止する。

7,875

63,736

雇用
政策
課

　地元企業情報の
提供・マッチング
の機会の創出、地
元企業の若年者採
用支援を行い、市
内外の学生の地元
企業への就職と市
内定住の促進を図
る。

45 ⓫
ため池緊急防
災体制整備促
進事業

監視カメラや水位
計等の観測機器の
設置件数（累計）

0件
(R1年
度)

0箇所
(R2年
度)

200件
(R10年
度)

46

97,100 21,645 やや
遅れ

766人
(H27～
H30年
度)

1,820人
(R6年
度)

1,682人
(H26年
度)

合同会社説明会
参加者数

　目標には僅かに届かなかっ
たものの、依然として新型コ
ロナウイルス感染症拡大前の
雇用情勢まで回復していない
中、U・Iターン就職者数は平
成29年度以降、5年連続で200
人を超えており、好調に推移
しているため「順調」と判
断。

順調22,143 24,511
1,200人
(R2～R6
年度)

Ⅳ-3-
(1)-①
中小企
業の人
材不足
への対
応

順調

　新型コロナウイルス感染症
拡大により、一部の合同会社
説明会の開催を中止したた
め、前年度実績を下回った
が、Web型に切り替え対応し
た結果、参加者の目標値の約
8割を達成しており、「順
調」と判断。

14,395

24,309
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

50 人 50 人

実
績

76 人 191 人

達
成
率

152.0 ％ 382.0 ％

目
標

65 人

実
績

53 人

達
成
率

81.5 ％

目
標

20 件

実
績

22 件

達
成
率

110.0 ％

目
標

2,000 人

実
績

2,069 人

達
成
率

103.5 ％

7,875

12,825

50 ❽

コロナ禍にお
ける早期再就
職・正規就職
支援事業

雇用
政策
課

市内企業と留学生
とのマッチング件
数

―

―

48 ❽

民間転職サイ
ト活用U・I
ターン促進事
業

雇用
政策
課

　社会動態プラス
に向けて、民間転
職サイトや転職
フェア等、転職希
望者が集まる媒体
を活用し、市内企
業の求人情報や転
職支援情報をPRす
ることで、U・I
ターン就職を推進
するとともに、市
内転職希望者の市
外流出を抑制す
る。

　外国人材就業サ
ポートセンター運
営事業や海外の連
携大学等との交流
事業の実施によ
り、市内企業への
就職を目指す留学
生や海外大学生等
の受け入れを支援
する。

49 ❽

　市内就業支援施
設の就業相談カウ
ンセラーや就職
マッチング支援員
を増員し、失業者
の再就職や就職氷
河期世代の正社員
就職を支援する。
また、早期の就職
に繋げるため、人
手不足業種へチャ
レンジする求職者
には、短期の資格
取得支援等を実施
する。

就業支援施設（若
者ワークプラザ北
九州、高年齢者就
業支援センター）
の就職決定者数

―
2,000人
（毎年
度）

21人
(H30年
度)

外国人材就業
サポート事業

雇用
政策
課

39,341―

13,939

65人
(毎年
度)

8,025

12,000

市内企業への就職
決定者数

※中期目標改訂
（R4年度目標設定
時）

100人
(毎年
度)

留学生サポートプ
ログラム参加学生
数
（1回あたり）

10,812

20件
（毎年
度）

順調

　外国人材セミナーの中止や
外国人の入国規制等、新型コ
ロナウイルス感染症による影
響を受けた。しかし、「外国
人材就業サポートセンター」
による専門相談件数、市内企
業と留学生のマッチング件数
は数字を伸ばす結果となっ
た。市内企業への人材確保の
支援に貢献したと考えられる
ため、「順調」と判断。

大変
順調

　新型コロナウイルス感染症
拡大を機に、地方移住希望者
が増加したことや、Web面接
など就活様式が急変したこと
を踏まえ、市内企業のWeb活
用した採用力を強化し、全国
の転職希望者が集まる民間転
職サイトへの求人掲載を支援
することで、市内就職者数が
大きく増加したため、「大変
順調」と判断。

37,000

13,971

10,140

7,875 順調

　外出自粛の影響で施設利用
者数が減少したものの、丁寧
かつ質の高いカウンセリング
等を行った結果、目標以上の
就職決定者数を維持すること
ができたため、「順調」と判
断。
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

4,300 人

実
績

達
成
率

目
標

6 社 7 社

実
績

7 社 7 社

達
成
率

116.7 ％ 100.0 ％

目
標

240 人 480 人

実
績

215 人 443 人

達
成
率

89.6 ％ 92.3 ％

目
標

1,300 人 1,300 人

実
績

776 人 931 人

達
成
率

59.7 ％ 71.6 ％

　若年者の就業支
援の拠点として
「若者ワークプラ
ザ北九州」及び
「若者ワークプラ
ザ北九州・黒崎」
において、就業相
談、セミナー、職
業紹介等を実施
し、若年者の就業
を促進する。

　本市へのU・I
ターン就職希望者
に対する地元企業
の求人情報の提供
や転職相談、職業
紹介等の支援を総
合的に実施する。
　また、若年人材
等の地元への還流
を促進するため、
学生等に対するU・
Iターン就職活動支
援の拡充を図る。

U・Iターン就職者
数（累計）

766人
(H27～
H30年
度)

1,360人
(H30年
度)

1,300人
(毎年
度)

❽
若者ワークプ
ラザ北九州運
営事業

78,388

　目標には僅かに届かなかっ
たものの、依然として新型コ
ロナウイルス感染症拡大前の
雇用情勢まで回復していない
中、U・Iターン就職者数は平
成29年度以降、5年連続で200
人を超えており、好調に推移
しているため「順調」と判
断。

⑤
❽

ものづくり中
小企業女性等
職場環境改善
支援事業

中小
企業
振興
課

7,875 順調24,309

8,995 順調

　助成件数の目標を達成した
ため、「順調」と判断。

53 ❽

北九州で働こ
う！U・Iター
ン応援プロ
ジェクト

雇用
政策
課

2,500 3,514

　ものづくり分野
での女性や高齢者
の人材確保や定着
を支援するため、
市内の中小製造業
者・建設業者が女
性専用設備（トイ
レ、更衣室、休憩
室等）の設置な
ど、女性が働きや
すい職場環境の改
善に取り組む際
に、必要な経費の
一部を助成する。

助成金を活用する
企業数

13社
(H29～
H30年
度)

6社
(毎年
度)

1,200人
(R2～R6
年度)

3,075 順調

80,415

22,143 24,511

雇用
政策
課

54 就職決定者数

市内企業への新卒
就職者数

52

51 ❽

コロナ禍にお
ける新卒者地
元就職強化事
業

雇用
政策
課

　コロナ禍に対応
し、企業の採用支
援と学生等の就職
支援を目的に、市
内採用を実施して
いる企業の会社説
明会や業界研究説
明会などオンライ
ンで学生と企業が
出会える場を提供
する。

集計中

―

Ⅳ-3-
(1)-②
地域企
業の
ニーズ
に沿っ
た人材
育成・
確保の
促進

3,454

18,920
4,600人
(R6年
度)

76,311

4,106人
(R1年
度)

　新型コロナウイルス感染症
拡大の影響が出る中、新卒求
人開拓やWebによる情報提供
やイベント開催などに積極的
に取り組んだことにより、一
定程度目標を達成する見込み
であるため、「順調」と判
断。

3,075

　U･Iターン就職希望者、九
州・山口一円の学生等、地
元企業との接点の充実に向
けて、引き続き、各事業に
取り組んでいく。

【評価理由】
　新型コロナウイルス感染症
拡大の影響が出る中、Webに
よる情報提供やイベント開催
などに積極的に取り組んだこ
とにより、目標を達成する見
込みであるため「順調」と判
断。

【課題】
　大学生の就職活動は早期化
しつつあり、学生と地元企業
の接点を早い段階で確保して
いく必要がある。

順調

順調― 14,000

　新型コロナウイルス感染症
の影響を受けつつも、オンラ
インの活用に関するノウハウ
が整い始めたことで、丁寧か
つ質の高いカウンセリング等
を行った結果、就職決定者数
が昨年度比10ポイント以上上
昇し、「順調」と判断。
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

345 人 360 人

実
績

314 人 346 人

達
成
率

91.0 ％ 96.1 ％

目
標

710 人 720 人

実
績

890 人

達
成
率

125.4 ％

目
標

50 人 50 人

実
績

76 人 191 人

達
成
率

152.0 ％ 382.0 ％

雇用
政策
課

　市内就職を希望
する学生と企業と
のマッチングを体
系的に推進するこ
とで、若者の地元
就職及び地元企業
の人材確保につな
げる。

223人
(H30年
度)

　新型コロナウイルス感染症
拡大の影響により学校訪問が
制限されたため、学校との関
係性を強化すべき地域を集中
的に訪問した。本市が実施す
る市内企業への就職決定に関
する調査への協力・地元企業
の案内など理解を得た。
 また、培った大学等との関
係性のもと、Webを活用する
イベントなど九州・山口一円
の大学への情報提供などを
行った。これらの取組から一
定程度目標を達成する見込み
であるため、「順調」と判
断。

大変
順調

4,325 順調

21人
(H30年
度)

2,868

　社会動態プラス
に向けて、民間転
職サイトや転職
フェア等、転職希
望者が集まる媒体
を活用し、市内企
業の求人情報や転
職支援情報をPRす
ることで、U・I
ターン就職を推進
するとともに、市
内転職希望者の市
外流出を抑制す
る。

7,875

　新型コロナウイルス感染症
拡大を機に、地方移住希望者
が増加したことや、Web面接
など就活様式が急変したこと
を踏まえ、市内企業のWebを
活用した採用力を強化し、全
国の転職希望者が集まる民間
転職サイトへの求人掲載を支
援することで、市内就職者数
が大きく増加したため、「大
変順調」と判断。

100人
(毎年
度)

12,000 13,97110,81257 ❽

民間転職サイ
ト活用U・I
ターン促進事
業

雇用
政策
課

❽

九州・山口一
円の学生就職
応援プロジェ
クト

雇用
政策
課

　九州・山口一円
の大学・高専・工
業高校等と連携
し、本市での就職
や暮らしに関する
情報を発信すると
ともに、市内企業
や街の魅力を体感
する機会を創出
し、市内就職や市
内還流を図る。

市内企業への就職
決定者数

680人
(H30年
度)

750人
(R6年
度)

❽
インターン
シップ等推進
事業

集計中

―

　北九州商工会議所や地元企
業、市内大学等と連携し、イ
ンターンシップの推進に取り
組んだ結果、夏季インターン
シップ、春季インターンシッ
プ共に、参加者学生が多数で
あった。目標値の90％以上を
達成しており、「順調」と判
断。

7,8116,783 10,000インターンシップ
参加者数

順調

56

3,200
400人
(R6年
度)

55

市内企業への就職
決定者数

4,000 115
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

65 人

実
績

53 人

達
成
率

81.5 ％

目
標

20 件

実
績

22 件

達
成
率

110.0 ％

目
標

2,000 人

実
績

2,069 人

達
成
率

103.5 ％

目
標

4,300 人

実
績

達
成
率

　外出自粛の影響で施設利用
者数が減少したものの、丁寧
かつ質の高いカウンセリング
等を行った結果、目標以上の
就職決定者数を維持すること
ができたため、「順調」と判
断。

37,000

　市内就業支援施
設の就業相談カウ
ンセラーや就職
マッチング支援員
を増員し、失業者
の再就職や就職氷
河期世代の正社員
就職を支援する。
また、早期の就職
に繋げるため、人
手不足業種へチャ
レンジする求職者
には、短期の資格
取得支援等を実施
する。

2,000人
（毎年
度）

39,341

順調

就業支援施設（若
者ワークプラザ北
九州、高年齢者就
業支援センター）
の就職決定者数

― 順調

集計中

―

―

58 ❽
外国人材就業
サポート事業

雇用
政策
課

市内企業と留学生
とのマッチング件
数

7,875

　外国人材就業サ
ポートセンター運
営事業や海外の連
携大学等との交流
事業の実施によ
り、市内企業への
就職を目指す留学
生や海外大学生等
の受け入れを支援
する。 ―

20件
（毎年
度）

12,825

留学生サポートプ
ログラム参加学生
数
（1回あたり）

―
65人
(毎年
度)

59

　外国人材セミナーの中止や
外国人の入国規制等、新型コ
ロナウイルス感染症による影
響を受けた。しかし、「外国
人材就業サポートセンター」
による専門相談件数、市内企
業と留学生のマッチング件数
は数字を伸ばす結果となっ
た。市内企業への人材確保の
支援に貢献したと考えられる
ため、「順調」と判断。

13,939

❽

コロナ禍にお
ける早期再就
職・正規就職
支援事業

雇用
政策
課

10,1408,025

雇用
政策
課

　コロナ禍に対応
し、企業の採用支
援と学生等の就職
支援を目的に、市
内採用を実施して
いる企業の会社説
明会や業界研究説
明会などオンライ
ンで学生と企業が
出会える場を提供
する。

コロナ禍にお
ける新卒者地
元就職強化事
業

4,106人
(R1年
度)

4,600人
（R6年
度）

― 18,920市内企業への新卒
就職者数

14,00060 ❽ 3,075 順調

　新型コロナウイルス感染症
拡大の影響が出る中、新卒求
人開拓やWebによる情報提供
やイベント開催などに積極的
に取り組んだことにより、一
定程度目標を達成する見込み
であるため、「順調」と判
断。
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

1,300 人 1,300 人

実
績

776 人 931 人

達
成
率

59.7 ％ 71.6 ％

目
標

240 人 480 人

実
績

215 人 443 人

達
成
率

89.6 ％ 92.3 ％

目
標

345 人 360 人

実
績

314 人 346 人

達
成
率

91.0 ％ 96.1 ％

目
標

710 人 720 人

実
績

890 人

達
成
率

125.4 ％

【評価理由】
　コロナ禍の影響を大きく受
けている就職氷河期世代に対
して就業相談、カウンセリン
グなどを実施するなど、就業
支援の取組を行うことによ
り、着実に若年者の市内企業
への就職に繋がっていること
から、「順調」と判断。

【課題】
　新型コロナウイルス感染症
の影響から、セミナーやカウ
ンセリングなどは、今までの
実施形態では感染対策などの
観点から十全に実施すること
が難しくなっている。
　また、大学生の就職活動は
早期化しつつあり、学生と地
元企業との接点を早い段階で
確保していく必要がある。

順調

76,311 80,415

1,200人
(R2～R6
年度)

3,200 順調

　目標には僅かに届かなかっ
たものの、依然として新型コ
ロナウイルス感染症拡大前の
雇用情勢まで回復していない
中、U・Iターン就職者数は平
成29年度以降、5年連続で200
人を超えており、好調に推移
しているため「順調」と判
断。

22,143 24,511

6,783 10,000

8,995 順調

　新型コロナウイルス感染症
の影響を受けつつも、オンラ
インの活用に関するノウハウ
が整い始めたことで、丁寧か
つ質の高いカウンセリング等
を行った結果、就職決定者数
が昨年度比10ポイント以上と
上昇し、「順調」と判断。

78,388

24,309

7,811

Ⅳ-3-
(2)-①
若年者
の就業
意識の
啓発や
能力開
発・就
職活動
への支
援

　オンラインを活用した効
率的かつ質の高い求職者へ
のカウンセリングの維持や
市内企業と学生がともに取
り組む、長期の実践型イン
ターンシップを強化するな
ど、より若者の市内就職が
促進されるよう、取り組ん
でいく。

680人
(H30年
度)

750人
(R6年
度)

2,868 4,000 115 4,325 順調

　新型コロナウイルス感染症
拡大の影響により学校訪問が
制限されたため、学校との関
係性を強化すべき地域を集中
的に訪問した。本市が実施す
る市内企業への就職決定に関
する調査への協力・地元企業
の案内など理解を得た。ま
た、培った大学等との関係性
のもと、Webを活用するイベ
ントなど九州・山口一円の大
学への情報提供などを行っ
た。これらの取組から目標を
一定程度達成する見込みであ
るため、「順調」と判断。

　本市へのU・I
ターン就職希望者
に対する地元企業
の求人情報の提供
や転職相談、職業
紹介等の支援を総
合的に実施する。
　また、若年人材
等の地元への還流
を促進するため、
学生等に対するU・
Iターン就職活動支
援の拡充を図る。

雇用
政策
課

　市内就職を希望
する学生と企業と
のマッチングを体
系的に推進するこ
とで、若者の地元
就職及び地元企業
の人材確保につな
げる。

雇用
政策
課

　若年者の就業支
援の拠点として
「若者ワークプラ
ザ北九州」及び
「若者ワークプラ
ザ北九州・黒崎」
において、就業相
談、セミナー、職
業紹介等を実施
し、若年者の就業
を促進する。

　北九州商工会議所や地元企
業、市内大学等と連携し、イ
ンターンシップの推進に取り
組んだ結果、夏季インターン
シップ、春季インターンシッ
プ共に、参加者学生が多数で
あった。目標値の90％以上を
達成しており、「順調」と判
断。

順調
U・Iターン就職者
数（累計）

1,300人
(毎年
度)

―

7,875

就職決定者数
1,360人
(H30年
度)

61 ❽
若者ワークプ
ラザ北九州運
営事業

63 ❽
インターン
シップ等推進
事業

400人
(R6年
度)

インターンシップ
参加者数

223人
(H30年
度)

766人
(H27～
H30年
度)

64 ❽

九州・山口一
円の学生就職
応援プロジェ
クト

雇用
政策
課

　九州・山口一円
の大学・高専・工
業高校等と連携
し、本市での就職
や暮らしに関する
情報を発信すると
ともに、市内企業
や街の魅力を体感
する機会を創出
し、市内就職や市
内還流を図る。

市内企業への就職
決定者数

62 ❽

北九州で働こ
う！U・Iター
ン応援プロ
ジェクト

雇用
政策
課

集計中
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

2,000 人

実
績

2,069 人

達
成
率

103.5 ％

目
標

4,300 人

実
績

達
成
率

目
標

700 人 700 人

実
績

786 人 837 人

達
成
率

112.3 ％ 119.6 ％

66 ❽

コロナ禍にお
ける新卒者地
元就職強化事
業

雇用
政策
課

　コロナ禍に対応
し、企業の採用支
援と学生等の就職
支援を目的に、市
内採用を実施して
いる企業の会社説
明会や業界研究説
明会などオンライ
ンで学生と企業が
出会える場を提供
する。

市内企業への新卒
就職者数

4,106人
(R1年
度)

4,600人
（R6年
度）

3,075 順調

　新型コロナウイルス感染症
拡大の影響が出る中、新卒求
人開拓やWebによる情報提供
やイベント開催などに積極的
に取り組んだことにより、目
標を一定程度達成する見込み
であるため、「順調」と判
断。

― 14,000 18,920

【評価理由】
　新型コロナウイルス感染症
の影響で、高年齢者就業支援
センターの利用者数は伸び悩
んだが、シニア・ハローワー
ク戸畑等の就業支援機関との
連携強化により、コロナ禍以
前を超える就職決定数となっ
たことから、「順調」と判
断。

【課題】
　高年齢者就業支援センター
の認知度向上と、セカンド
キャリア人材の掘り起こし、

　引き続き、高年齢者就業
支援センターとシニア・ハ
ローワーク戸畑が連携し、
効果的・効率的なマッチン
グを図り、中高年齢者の就
業支援を行う。
　令和5年度に向けては、中
高年齢者の就職率の更なる
向上のため、健康で働く意
欲と能力のあるシニア人材
の掘り起こしを行うととも
に、引き続き高年齢者の就
業支援拠点としての「高年
齢者就業支援センター」の
認知度向上に向けた広報活

6,170 順調

　新型コロナウイルス感染症
の影響により、センターの延
べ利用者数は引き続き低迷し
ているものの、シニア・ハ
ローワーク戸畑と密に連携し
た結果、中高年齢者の就職者
数は目標を達成したため、
「順調」と判断。

順調

3,500人
(R2～R6
年度)

31,587 31,800
雇用
政策
課

　高年齢者就業支
援センターを拠点
として、高年齢者
に対し就業支援を
実施する。また、
就業に関連するセ
ミナーを実施す
る。

中高年齢者の就職
者数

768人
(H30年
度)

Ⅳ-3-
(2)-③
能力や
意欲を
活かし
た中高
年齢者
や障害
のある
人の就
業促進

67
③
④
❽

高年齢者就業
支援センター
運営事業

　外出自粛の影響で施設利用
者数が減少したものの、丁寧
かつ質の高いカウンセリング
等を行った結果、目標以上の
就職決定者数を維持すること
ができたため、「順調」と判
断。

37,000 7,875 順調

就業支援施設（若
者ワークプラザ北
九州、高年齢者就
業支援センター）
の就職決定者数

―
2,000人
（毎年
度）

65 ❽

コロナ禍にお
ける早期再就
職・正規就職
支援事業

雇用
政策
課

　市内就業支援施
設の就業相談カウ
ンセラーや就職
マッチング支援員
を増員し、失業者
の再就職や就職氷
河期世代の正社員
就職を支援する。
また、早期の就職
に繋げるため、人
手不足業種へチャ
レンジする求職者
には、短期の資格
取得支援等を実施
する。

―

集計中

32,538

39,341―
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

100 件 200 件

実
績

384 件 234 件

達
成
率

384.0 ％ 117.0 ％

目
標

50 件 50 件

実
績

51 件 76 件

達
成
率

102.0 ％ 152.0 ％

目
標

300 件 300 件

実
績

74 件 117 件

達
成
率

24.7 ％ 39.0 ％

目
標

25
億
円

実
績

2
億
円

達
成
率

8.0 ％

25億円
(毎年
度)

【評価理由】
　令和3年度当初は、MICE開
催や国内外からの観光客数増
加を見込んだイベントの開催
などを予定していたが、新型
コロナウイルス感染症拡大の
影響により中止・延期が相次
いだため、観光客数の増加等
が図れず、「やや遅れ」と判
断。

【課題】
　コロナ禍の影響を大きく受
ける観光業やMICEについて
は、いずれも令和2年度から
停滞している状況にある。そ
のため、既存の取組を引き続
き行っていくだけでなく、
ウィズコロナ・アフターコロ

12,400

300件
(R5年
度)

82,735 157,920
MICE
推進
課

　キーパーソン等
へ本市の優位性
（アクセス・施
設・助成金）など
をPRするなどの誘
致活動を展開する
ことにより、本市
での国際会議・大
会等のMICE開催を
目指す。

MICE開催件数
183件
(H20年
度)

経済効果 ―

Ⅳ-4-
(3)-①
国内外
からの
観光の
推進

70
❽
⑨

国際会議等
MICE事業の推
進

4,632 3,960 大変
順調

―

150件
（R2～
R4年
度）

3,958

遅れ

　新型コロナウイルス感染症
の影響により昨年度に比べ、
MICEの開催回数は増加した
が、目標値を大きく下回った
ことから「遅れ」と判断。

やや
遅れ

　MICEでは新型コロナウイ
ルス感染症の影響に左右さ
れず、安定的なMICE開催に
向けて、MICE開催助成金の
効果的な活用を行い、「国
際MICE都市北九州」を目指
す。
　また、観光面において
も、アフターコロナを見据
えた、国内外からの観光客
数の増加に向けて、オンラ
インなどを活用しながら観
光情報の発信、プロモー
ションを行っていく。

キャリア人材の掘り起こし、
健康で働く意欲と能力のある
シニア人材の受け皿となる求
人の開拓を行っていくことが
必要である。

認知度向上に向けた広報活
動に取り組む。

68
③
❽

セカンドキャ
リア支援プロ
ジェクト

雇用
政策
課

2,210 順調

　新型コロナウイルス感染症
の影響を受け、企業訪問件数
及び仲介件数は減少したもの
の、目標を達成したため、
「順調」と判断。

　シニア求人開拓員の精力的
な企業訪問により、企業担当
者からの信頼を得た結果、求
人開拓数が目標を上回ること
ができたため、「大変順調」
と判断。

企業への働きかけ
によるシニア向け
求人開拓数

12,672

69
③
❽

シニアの働き
やすいお仕事
開拓事業

雇用
政策
課

　シニア層が働き
やすい多様な求人
を開拓し、雇用の
ミスマッチを解消
することで、高年
齢者の就業率向上
を図る。

7,000

　U・Iターン求人
支援員が、U・I
ターン希望者を対
象として市内企業
を訪問し、潜在的
ニーズを発掘する
など機能を強化す
る。

首都圏等における
セカンドキャリア
転職希望者と市内
企業が求める人材
との年間仲介件数

※中期目標改訂
（R4年度目標設定
時）

368件
(H30年
度)

200件
(毎年
度)

6,973

4,632

97,849
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

2,460
万
人

2,460
万
人

実
績

1,014
万
人

達
成
率

41.2 ％

目
標

130
万
人

130
万
人

実
績

93.2
万
人

達
成
率

71.7 ％

目
標

976
億
円

976
億
円

実
績

550.8
億
円

達
成
率

56.4 ％

目
標

600,000 人

実
績

127,861 人

達
成
率

21.3 ％

82,902

産業観光客数
236,420

人
(H23年)

　エージェント等
へのセールスや観
光プロモーション
の実施、本市の特
性を活かした「産
業観光」「夜景観
光」の推進、観光
案内所等でのおも
てなしの向上等に
より、観光振興を
図る。

現観光
振興プ
ラン更
新時に
設定

60万人
(R2年
度)

9,150

ウィズコロナ・アフターコロ
ナを見据えた事業の展開を検
討していく必要がある。

80,62671
❽
⑪

観光振興推進
事業

観光
課

観光消費額
888億円
(H23年)

60,031

現観光
振興プ
ラン更
新時に
設定

観光客数
2,242万

人
(H23年)

観光客数のうち宿
泊者数

119万人
(H23年)

現観光
振興プ
ラン更
新時に
設定

やや
遅れ

　新型コロナウイルス感染症
の影響により、ほとんどの産
業観光施設が工場見学の受入
れを中止していること、夜景
鑑賞クルーズの実施回数が減
少していることなどにより、
観光客数のうち宿泊者数、観
光消費額のいずれも令和3年
度の目標値を下回る予定であ
ることから、「やや遅れ」と
判断。

―

集計中

集計中

―

集計中

―
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

70
万
人

70
万
人

実
績

6
万
人

達
成
率

8.6 ％

目
標

60 人 120 人

実
績

32 人 62 人

達
成
率

53.3 ％ 51.7 ％

目
標

5 件 5 件

実
績

5 件 8 件

達
成
率

100.0 ％ 160.0 ％

目
標

600,000 人

実
績

127,861 人

達
成
率

21.3 ％

目
標

13,000 人 13,000 人

実
績

1,391 人 2,432 人

達
成
率

10.7 ％ 18.7 ％

300人
以上

(R2～R6
年度)

　リノベーションを活用す
る事業者や観光客などの事
業の対象者にニーズをしっ
かりと把握し、適切な支援
や広報を展開する。
　また、新型コロナウイル
ス感染症の大きく受けてい
る産業観光について、企業
の協力が必要不可欠であ
り、企業との意見交換など
を行いながら事業の再開を
目指す。

5,501 15,414

7,650

　「新規創業者・新規雇用者
数」が目標に届かず、また、
新型コロナウイルス感染症の
影響により、リノベーション
スクールを中止したが、「事
業化件数」は目標を達成し、
一定のにぎわいにはつながっ
たことから、「順調」と判
断。

夜景観賞クルー
ズ・ツアー等の夜
景観光客数

やや
遅れ

【評価理由】
　にぎわいづくりによる集客
交流産業の拡充を図るため、
遊休不動産をリノベーション
の手法を活用して再生させる
「リノベーションまちづくり
事業」に取り組んでいき、新
規創業者・新規雇用者の創出
目標数には届かなかったもの
の、一定のにぎわいづくりに
は寄与できている。
　一方、観光客誘致のための
取組については、新型コロナ
ウイルス感染症拡大の影響に
より、観光産業に関する事業
の展開が進まず、目標数値で
もある観光客数の増加は達成
できず、厳しい状況である。
　以上より、総合的に判断し
て、「やや遅れ」と判断。

【課題】
　事業の展開によりにぎわい
づくりに一定の効果があると
分析するが、「リノベーショ
ンによる事業化件数」や「観
光客数の増加」といった目に
見える実績には表れていな
い。
　そのため、新型コロナウイ
ルス感染症の影響による観光
産業の新たな課題を踏まえた
取組を展開していく必要があ
る。

遅れ

　新型コロナウイルス感染症
の影響により、夜景観賞ク
ルーズ・ツアーの運行休止や
乗船定員の制限等が行われた
ため、夜景観光客数が目標値
を下回ることから「遅れ」と
判断。

17,950

7,000人
(H27年
度)

13,000
人

(R4年
度)

順調

60万人
(毎年)

9,753 15,000

0

25,078

17,40015,00014,305

Ⅳ-4-
(3)-②
にぎわ
いづく
りによ
る集客
交流産
業の拡
充

73 ❽
リノベーショ
ンまちづくり
推進事業

74
❽
⑪

日本新三大夜
景都市と産業
観光コラボ
レーション事
業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　本市及び北九州
都市圏域の世界遺
産・産業遺産や、
産業観光施設、夜
景スポット等を巡
る周遊型の観光を
促し、集客力の向
上を図る。

産業観光客数
236,420

人
(H23年)

現観光
振興プ
ラン更
新時に
設定

72 ❽

　外国人観光客の
受入再開に向け
て、オンライン商
談会などのデジタ
ルを活用したプロ
モーションや受入
環境整備に取り組
む。

外国人観光客数

69.1万
人

（H30年
次）

観光
課

　遊休不動産をリ
ノベーションの手
法を活用して再生
させ、新規創業者
や新規雇用者を創
出する。今後は、
他地区展開を行う
ことにより、小倉
北区以外のまちな
かのにぎわいを拡
大させる取り組み
を推進する。

277人
(H27～
H30 年
度)

5件
(H27年
度)

インバウンド
誘致強化事業

観光
課

5件
(毎年
度)

リノベーションま
ちづくりにおける
事業化件数

リノベーションま
ちづくり事業を通
じての新規創業
者・新規雇用者数
（累計）

　令和2年度に引き続き外国
人観光客数は低水準ではある
ものの、海外観光客向けプロ
モーションについては、オン
ラインを活用して継続的に実
施出来たため、「やや遅れ」
と判断。

やや
遅れ

4,804

―

集計中
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

2,460
万
人

2,460
万
人

実
績

1,014.3
万
人

達
成
率

41.2 ％

目
標

130
万
人

130
万
人

実
績

93.2
万
人

達
成
率

71.7 ％

目
標

976
億
円

976
億
円

実
績

550.8
億
円

達
成
率

56.4 ％

目
標

600,000 人

実
績

127,861 人

達
成
率

21.3 ％

目
標

2,460
万
人

2,460
万
人

実
績

1,014.3
万
人

達
成
率

41.2 ％

2,242万
人

(H23年)

観光客数のうち宿
泊者数

119万人
(H23年)

151,803 15,000 12,019

現観光
振興プ
ラン更
新時に
設定

―

集計中

集計中

5,525

75
観光
課

　エージェント等
へのセールスや観
光プロモーション
の実施、本市の特
性を活かした「産
業観光」「夜景観
光」の推進、観光
案内所等でのおも
てなしの向上等に
より、観光振興を
図る。

観光客数

60,031 82,902 やや
遅れ

　新型コロナウイルス感染症
の影響により、ほとんどの産
業観光施設が工場見学の受入
れを中止していること、夜景
鑑賞クルーズの実施回数が減
少していることなどにより、
観光客数のうち宿泊者数、観
光消費額のいずれも令和3年
度の目標値を下回る予定であ
ることから、「やや遅れ」と
判断。

産業観光客数
236,420

人
(H23年)

❽
⑪

観光振興推進
事業

観光消費額
888億円
(H23年)

現観光
振興プ
ラン更
新時に
設定

現観光
振興プ
ラン更
新時に
設定

現観光
振興プ
ラン更
新時に
設定

60万人
(R2年
度)

9,15080,626

76
❽
⑪

観光案内機能
強化事業

観光
課

　小倉駅北口のコ
ンベンション施設
等への誘導、駅南
口での観光施設や
飲食店、商業施設
への周遊・滞在時
間の延長を促すた
め、小倉駅南北の
ペデストリアン
デッキに観光案内
板（デジタルサイ
ネージ）を整備す
る。

観光客数
2,242万

人
(H23年)

Ⅳ-4-
(3)-③
ホスピ
タリ
ティの
向上

　アフターコロナを見据え
て、本市の観光スポットを
安心して選んでいただける
よう、観光情報の整備やPR
を行うとともに、ターゲッ
トとするエリアや客層を絞
り込み、効果的なプロモー
ションを行う。

やや
遅れ

【評価理由】
　新型コロナウイルス感染症
の影響により、工場見学や夜
景観賞クルーズなどが中止・
規模縮小となり、観光案内機
能の強化についてもハード整
備が進んでいるものの、観光
案内件数が伸び悩んだことか
ら、観光産業全体が厳しい状
況にある。その中でも可能な
限りの観光案内所の運営を行
い、前年度に比べて増加傾向
にあることから評価を「やや
遅れ」と判断。

【課題】
　コロナ禍における観光産業
の展開について、いかに振興
させていくのか検討する必要
がある。また、観光案内所の
認知度も今以上に高め、利用
者増加と満足度の向上に繋が
るよう見直しを図り、ホスピ
タリティの向上に取り組んで
いく。

　小倉駅の観光案内所リ
ニューアル及びデジタルサイ
ネージの整備によりハード整
備は順調に完了した。
　新型コロナウイルス感染症
の流行により、活動指標であ
る観光案内所の案内件数は前
年度より増加したものの、目
標を下回った。また、成果指
標である観光客数も目標値を
下回る予定であることから、
「やや遅れ」と判断。

やや
遅れ

集計中

―

―

集計中

―
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

19.3 ％

実
績

16.9 ％

達
成
率

112.4 ％

目
標

10,381 人

実
績

12,581 人

達
成
率

121.2 ％

目
標

60 人 120 人

実
績

32 人 62 人

達
成
率

53.3 ％ 51.7 ％

目
標

5 件 5 件

実
績

5 件 8 件

達
成
率

100.0 ％ 160.0 ％

目
標

83 ％ 83 ％

実
績

78 ％ 78 ％

達
成
率

94.0 ％ 94.0 ％

67％
(H25年
度)

分譲率
100％
(R5年
度)

順調
　黒崎地区の空き店舗率が改
善し、歩行者数が増加してい
るため、「順調」と判断。

分譲率

　令和4年度は商店街が次年
度以降単独で実施できるよ
うに支援する事業と位置付
けているため、令和5年度は
別の形での事業を検討して
いく。

　令和元年より取り組んで
いる、黒崎地区におけるリ
ノベーション事業を一層推
進し、遊休不動産の再生に
繋がるリノベーション物件
の事業化に向けて、事業者
に寄り添った支援を行って
いく。

【評価理由】
　「新規創業者・雇用者数」
が目標に届かず、また、新型
コロナウイルス感染症の影響
により、リノベーションス
クールを中止したものの、
「事業化件数」については、
目標数に達し、これまで活用
されていなかった遊休不動産
の再生は進んだため、「順
調」と判断。

【課題】
　これまでに蓄積したノウハ
ウを市内各地で活かす展開を
図り、物件の事業化に向け、
寄り添った支援を行ってき
た。今後は、セミナー等の実
施を通じた新たな人材の発掘
や、本取組のPRが重要であ
る。

リノベーションま
ちづくりにおける
事業化件数

5件
(H27年
度)

5件
(毎年
度)

順調

　「新規創業者・新規雇用者
数」が目標に届かず、また、
新型コロナウイルス感染症の
影響により、リノベーション
スクールを中止したが、「事
業化件数」は目標を達成し、
遊休不動産の再生は進んだこ
とから、「順調」と判断。

順調5,501 15,414 17,950

175,90494,195

Ⅴ-1-
 (2)-②

文化・
交流、
居住機
能を重
視した
副都心
づくり

77 ❽
黒崎応援プロ
ジェクト事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

Ⅴ-1-
(2)-③
未利用
地等の
活用

78 ❽
リノベーショ
ンまちづくり
推進事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　遊休不動産をリ
ノベーションの手
法を活用して再生
させ、新規創業者
や新規雇用者を創
出する。今後は、
他地区展開を行う
ことにより、小倉
北区以外のまちな
かのにぎわいを拡
大させる取り組み
を推進する。

0

18.9％
（R5年
度）

―

リノベーションま
ちづくり事業を通
じての新規創業
者・新規雇用者数
（累計）

277人
(H27～
H30年
度)

300人
以上

(R2～R6
年度)

6,150

　黒崎地区の活気
を取り戻すため、
令和3年度から黒崎
地区でのイベント
等に支援をする。

黒崎地区商店街エ
リアの空き店舗率

19.5％
(R2年
度)

黒崎地区歩行者通
行量（人/日）

10,279
人

(R2年
度)

9,606 順調

【評価理由】
　黒崎地区の空き店舗率が改
善し、歩行者数が増加してい
るため、文化・交流、居住機
能を重視した副都心づくりに
寄与しており、「順調」と判
断。

【課題】
　イベントが持続できるよう
事業収入の増加が必要。

10,587
人

（R5年
度）

11,000

⑧
❾

　北九州空港跡地
産業団地の整備を
行う。

181,29579

Ⅴ-1-
(3)-②
産業拠
点の整
備

企業
立地
支援
課

北九州空港跡
地産業団地整
備事業

　複数の企業から残り区画
の分譲時期等の問い合わせ
を受けており、産業基盤の
充実を図るためには重要な
事業であることから、企業
ニーズに合わせて造成工事
を進めていく。

【評価理由】
　造成が確実に進捗している
ことから「順調」と判断。

【課題】
　残りの区画を速やかに分譲
できるよう、企業ニーズに合
わせて造成工事を進めていく
必要がある。

順調

　残り区画の分譲を進めるた
め、継続して造成工事を実施
していることから「順調」と
判断。

順調6,550
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

710,000 人 710,000 人

実
績

380,012 人 467,633 人

達
成
率

53.5 ％ 65.9 ％

目
標

100 ha 85 ha

実
績

72.13 ha 82.42 ha

達
成
率

72.1 ％ 97.0 ％

300ha
(H30～
R4年度)

90,000

【評価理由】
　有料観光施設の利用者数は
令和2年度から23.1％増加し
た。また、門司港レトロ地区
の企業でも売上や来客の回復
傾向が見られ、「順調」と判
断。

【課題】
　新型コロナウイルス感染症
の影響は大きいものの、魅力
満喫パスポート事業等マイク
ロツーリズムの推進に向けた
施策を行った結果、一部を除
き前年度より利用者が増加し
ている。
　コロナ後の観光需要増に向
け、門司港レトロ地区の魅力
向上のため、引き続き集客イ
ベントの実施や老朽化した施
設の改修等に取り組む。

順調

　新型コロナウイルス感染症
の感染拡大防止のため、令和
3年5～6月及び令和3年8～9月
の最大95日間は休館した。
　また、前年度よりも休館日
数が多く、集客の見込める夏
休み期間の休館があった。
　しかしながら、有料観光施
設の利用者数が令和2年度に
比べて23.1％増と回復を見せ
ていることから「順調」と判
断。

　荒廃森林整備面積は目標を
下回ったが、整備に向けた荒
廃森林調査が順調に進んでお
り、整備が今後さらに進むと
考えられることから、「順
調」と判断。

順調5,575荒廃森林整備
事業

　門司港レトロ地区の観光
地としての新たな魅力づく
りに向けた施策をより一層
推進していく。また、施設
を安全に利用できるよう老
朽化対策を計画的に進め
る。

　森林は、水を貯
え、土砂災害を防
ぎ、二酸化炭素を
吸収するなどの公
益的機能の働きに
よって、市民の生
活にさまざまな恵
みを与えている。
しかし、長期間手
入れがなされず、
荒廃した森林が増
え、このような働
きが低下し、市民
の生活に重大な影
響を及ぼすことが
懸念されている。
このため、平成20
年度に創設された
「福岡県森林環境
税」を活用し、荒
廃した森林の再生
を推進する。

農林
課

111,544 488,373 順調

⑦
⑨
⑬
⓯

75,000

Ⅴ-1-
(3)-④
広域観
光拠点
の整備

90,000

71万人
(毎年
度)

門司
港レ
トロ
課

　門司港レトロ地
区において、さら
なる魅力向上施策
を推進し、観光客
誘致や観光消費額
の増加を促進す
る。

平成30年度から令
和9年度の10年間
で公益的機能が発
揮できなくなる恐
れのある私有林の
スギ林やヒノキ林
の整備面積

0ha
(H29年
度)

81

80 ❽
門司港レトロ
リニューアル
事業

有料観光施設の利
用者数

718,783
人

(H29年
度)

38,250438,208

　荒廃森林整備事業につい
て、引き続き「広報活動」
に取り組み、森林所有者に
対する事業の周知を図ると
ともに、荒廃森林の整備を
一層進めていく。
　同じく、森林環境保全事
業についても、森林所有者
への事業の周知を強め、適
切な森林管理や木材生産を
進めていく。

【評価理由】
　荒廃森林整備事業につい
て、荒廃森林調査が進んでお
り、荒廃森林の整備も概ね順
調に進めることができた。
　森林環境保全事業による森
林整備については、林道整備
や竹林整備を行い、木材生産
の促進につなげることができ
た。森林経営管理権の設定に
係る意向調査は目標を上回る
面積で実施することができ
た。以上のことから「順調」
と判断。

【課題】
　荒廃森林整備事業につい
て、荒廃森林整備に関して引
き続き周知が課題である。
　森林環境保全事業につい
て、森林所有者への周知と理
解を深めることが課題であ
る。

順調Ⅵ-2-
(1)-③
総合的
な緑
化・森
林整備
の実施
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産業経済局

令和3年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

 R5年度予算要求に向けた
施策の方向性

人件費
（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） R2年度 R3年度

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要

【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

R2年度 R3年度

R3年度

目
標

50 ha 50 ha

実
績

54 ha 102 ha

達
成
率

108.0 ％ 204.0 ％

目
標

90 ha 90 ha

実
績

83.1 ha 76.6 ha

達
成
率

92.3 ％ 85.1 ％

目
標

20 件 20 件

実
績

0 件 23 件

達
成
率

0.0 ％ 115.0 ％

目
標

1 件 1 件

実
績

0 件 1 件

達
成
率

0.0 ％ 100.0 ％

外国企業との成約
件数

17件
(H23年
度)

5,400 順調

ス
ター
ト
アッ
プ推
進課

　北九州市、ジェ
トロ北九州、（公
社）北九州貿易協
会の3機関で設置し
ている「北九州貿
易・投資ワンス
トップサービスセ
ンター（KTIセン
ター）」におい
て、販路開拓、部
品調達など地元企
業の国際ビジネス
推進を支援するこ
とにより、企業の
国際競争力の向上
を図る。

　環境に配慮した農業の推
進は、環境への負担を減ら
すだけでなく、北九州市の
イメージアップにつながる
ため、実施面積の拡大を目
指す。

Ⅶ-2-
(1)-③
北九州
発ブラ
ンドの
海外ビ
ジネス
支援

農林
課

　地球温暖化防止
や生物多様性保全
に効果の高い営農
活動に取り組む農
業者に対して助成
する。

順調

【評価理由】
　若干の目標未達だが、連作
障害回避のためやむを得ない
ものであり、「順調」と判
断。

【課題】
　環境に配慮した農業は経済
的なリスクを伴うため、取組
面積が限定されてきている。

　面積は目標に届かなかった
が、連作障害を回避するため
にやむを得ず取組を見合わせ
る農地があったものであり、
「順調」と判断。

5,116 15,651

　事業説明会の実施は目標を
下回ったが、経営管理権の設
定に係る意向調査の実施面積
は、目標を上回っているた
め、「大変順調」と判断。

大変
順調

5,575

❽
国際競争力強
化支援事業
（販路開拓）

順調

　コロナ禍の影響により、渡
航や海外からの受入れが難し
いなか、加工食品企業向けの
オンライン商談会の開催や
ジェトロ等のオンライン商談
会への参加支援等を通じて目
標を達成したため、「順調」
と判断。

55,974

13,769

Ⅶ-2-
(3)-①
アジア
から本
市への
投資の
呼び込
み

85 ❽
国際競争力強
化支援事業
（対日投資）

ス
ター
ト
アッ
プ推
進課

84

―
200ha

(R1～R5
年度)

81,051経営管理権の設定
面積

　海外企業の本市
進出や、地元企業
との事業連携等を
促進するため、
ジェトロ北九州や
県などの関係機関
と連携して、本市
のビジネス環境な
どのPRを積極的に
行うとともに、PR
に必要なツールの
作成・整備を行
う。

本市への外国企
業・機関の進出件
数

1件
(H26年
度)

1件
(毎年
度)

20件
(毎年
度)

農林
課

森林環境譲与
税事業

⑦
⑨
⑬
⓯

82

　市内スタートアップの海
外展開支援と海外スタート
アップの誘致によるスタ
アートアップ・エコシステ
ム拠点都市のグローバル化
を目指すため、課内で連携
した施策運営を進める。

6,900 順調

　本市施策や市内スタート
アップの取組を海外に発信す
るオンラインイベント「Q-
Pitch」の開催、ジェトロ対
日投資事業への参加（JBC、
RBC）、外国企業と市内企業
のマッチング支援等を行った
結果、外資系企業の市内への
活動拠点設置を実現できたた
め「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　関係機関と連携した事業実
施や、オンラインを活用した
積極的なPRが実現できている
こと、また、外国企業の市内
進出目標を達成するなど、海
外から本市への投資を促進し
ていることから「順調」と判
断。

【課題】
　対日投資意欲のある外国企
業はスタートアップが多いた
め、スタートアップ向けメ
ニューのPRや活用支援を行う
必要がある。

0 4,490

17,300

【評価理由】
　海外ビジネス支援の促進を
目的として、市内企業に対し
て、オンライン商談という新
たな販路開拓の場を提供でき
たことは評価できるため「順
調」と判断。

【課題】
　オンラインでの販路開拓が
難しい製造業は、アフターコ
ロナを見据え、ニーズの高い
ベトナム企業とのマッチング
支援を準備する必要がある。

　オンライン商談を中心に
販路開拓を行った加工食品
分野については、さらに販
路を開拓するために現地で
のテストマーケティングや
展示会への出展支援等を行
う。
　また、海外ミッション団
の派遣などを通して、コロ
ナ禍で十分な販路開拓活動
ができなかった市内企業の
海外展開を支援する。

順調2,710 8,558 927

2,992

Ⅵ-3-
(3)-①
環境に
配慮し
た農林
水産業
の推進

83
❷
⑬

中山間地域・
生産環境保全
支援事業

環境に配慮した農
業に取り組んだ面
積

0ha
(H22年
度)

90ha
(毎年
度)

67,046

　長期的な林業の
低迷等により森林
の管理が適切に行
われないため、災
害防止や地球温暖
化防止など森林の
公益的機能の維持
増進に支障が生じ
る恐れがある。
　このため、令和
元年度から森林環
境譲与税を活用
し、適切な経営管
理が行われていな
い森林の整備及び
木材の利用促進等
を行う。
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